
さいたま市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

スマートシティさいたまモデルの推進

美園地区

概
要

美園地区をさいたま市が目指す理想都市の縮図とするために、ＡＩ、ＩｏＴ、データを利活用することで、
人と人とをつながりであるコミュニティをしっかりと形成するとともに、住民等が抱える様々な社会課
題を解決する生活支援サービスを提供することが可能なエコシステムを構築することで、定住・交
流・関係人口の増加、市民生活の質の向上、地域経済の活性化、脱炭素化の促進を進める。

課
題

・さいたま市の人口の将来的な減少 ・地域コミュニティの形成
・「超高齢社会」への突入と「生産年齢人口」の減少による経済規模の縮小への危惧
・持続可能な成長・発展できるまちづくりの推進

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

さいたま市が理想とす
る都市の縮図であるス
マートシティのモデル
の構築

中期
（５年）

・アーバンデザインセンターみそのを拠点と
したエリアマネジメントを地域コミュニティを
形成しながら推進
・スマートホーム・コミュニティにおけるコモン
スペースの創出とコミュニティの形成

モビリティ、健康、エネル
ギー、コミュニティ、デー
タの5分野の知見

ス
マ
ー
ト

ＡＩやＩｏＴ、データを利活
用した社会課題の解決

中期
（５年）

・都市OS（共通プラットフォームさいたま版）
を活用した、交通やヘルスケアなどの生活
支援サービスの提供（別添資料参照）
・スマートフォンを活用したコミュニティの形
成

都市OSの推進支援、及
びサポート支援

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

スマートホーム・コミュ
ニティの整備

進行中
高気密高断熱、太陽光発電及び蓄電池等
を活用した脱炭素化並びにコモンスペース
を有し、電線地中化を実現した街区の整備

事業参画



別添資料１



別添資料２



別添資料３



美園地区
（アーバンデザインセンターみその）

将来都市構造図
さいたま市都市計画マスタープラン

「埼玉スタジアム２○○２」などの地
域資源を生かしながら、“スポーツ、
健康、環境・エネルギーを軸に先端
的なライフスタイルを創造する副都
心地区”の形成を目指す。

美園地区

https://www.sci-japan.or.jp/vc-files/member/secure/speakers/20210305mini.pdf



浦和美園駅周辺（航空写真：2020年６月）

スマートホーム・コミュニティ

https://www.city.saitama.jp/001/010/015/010/003/p045624.html

https://www.city.saitama.jp/001/009/004/002/002/p078757.html

＜美園地区の特徴＞
〇2001年に土地区画整理事業が認可され市街地形成が
開始した“新しいまち”
〇市内でも高い人口増加率
〇特に子育て世帯の流入が顕著（約７９％が子育て世帯）

美園地区を目指す理想都市の縮図へ



みその都市デザイン方針：美園地区が目指すべき都市デザインの方向性
（H29.4、みその都市デザイン協議会）

基本理念



川越市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

川越市版スーパー・シティプロジェクト ～小江戸川越 次の100年へつなぐまちづくり～

市全域

概
要
新技術等を取り入れながら、多極ネットワーク型都市構造を形成し、魅力的で持続的なまちづくりを
推進する。

課
題
・中心市街地の賑わい低下 ・市民の高度化するニーズへの対応 ・激甚化・頻発化する災害への
備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

多極ネットワーク型都
市構造を形成し、魅力
的で活力を生み出すま
ちづくり

長期
(10年)

◆豊かなライフスタイルを叶える交流拠点の形成
◆交通結節点にふさわしい快適な移動環境の充実
◆歩行空間の整備による歩いて楽しいまちづくりの
推進
◆駅を起点に賑わいをつなげる回遊性の創出

・駅周辺整備、交通対策、事業
参画
・賑わいの創出、商店街活性化
・地域に応じたビジョンの作成な
ど

ス
マ
ー
ト

新たな技術を活用した、
人と人とのつながりか
ら広がるまちづくり

中～
長期
(5年～
10年)

◆デジタル技術を活用した暮らし、観光、子育て、
防災、渋滞等に関する情報発信力の強化
◆スマート街灯・防犯灯の導入による街の安全性
の向上
◆センサー等の新技術を活用した地域課題（見守
り、空き家等）の解決
◆新たな技術を活用した、円滑な交通ネットワーク
及び持続可能な公共交通の構築

・ICT利活用
・リアルタイムな交通情報発信
・防災情報発信
・スマート街灯

・地域見守りサービス

・交通ネットワークの再構築
・EVの導入及び運行

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

安全・安心で持続可能
なまちづくり

中～
長期
(5年～
10年)

◆帰宅困難者の滞在などを視野に入れた駅周辺
における広場等の形成
◆太陽光発電、EV等を活用した災害時のエネル
ギー確保
◆無電柱化等による防災・減災の推進

・防災広場

・蓄電技術

・低コスト手法



多極ネットワーク型都市構造を形成し、
魅力的で活力を生み出すまちづくり

コンパクト（都心核＋地域核）

◆駅を起点に賑わいをつなげる回遊性の創出

◆豊かなライフスタイルを叶える交流拠点の形成

◆歩いて楽しいまちづくりの推進
◆快適な移動環境の充実

川越市版スーパー・シティプロジェクト 取組イメージ

第四次川越市総合計画（将来都市構造図）を基に作成

レジリエント（市全域）

スマート（市全域）

安全・安心で持続可能なまちづくり

新たな技術を活用した人と人との
つながりから広がるまちづくり

◆デジタル技術を活用した、情報発信力の強化

◆帰宅困難者の滞在などを視野に入れた
駅周辺における広場等の形成

◆太陽光発電、EV等を活用した災害時
のエネルギー確保

◆無電柱化等による防災・減災の推進

◆新たな技術を活用した、円滑な交通ネットワーク及び
持続可能な公共交通の構築

◆スマート街灯・防犯灯の導入による街の安全の向上
◆新技術を活用した地域課題（見守り、空き家等）の解決

取組イメージは、現時点の想定であり、変更となる場合があります。

川越ＩＣ

ＪＲ川越線

首都圏中央連絡
自動車道（圏央道）



熊谷市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

熊谷スマートシティ

市全域

概
要

・人口減少による地域内消費の減退や生産年齢人口の減少による地域経済の縮小が懸念され、
まちのにぎわい創出や地域資源を活用したまちづくりが求められている。
・暑さに対応したまちとして、市域全体に展開可能なサービスと来街者向けにスポーツ健康
まちづくりと連携したスマートサービスの提供により誰でも快適に過ごせるまちづくりを目指す。

課
題

・国内有数の暑さによる住環境の悪化、日常的な外出意欲の低減
・イベント時等、熊谷スポーツ文化公園周辺の交通渋滞、公共交通機関利用時の長い待ち時間
・スポーツ観戦前後のまちなかの回遊性

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

スポーツを核とした魅
力向上によるまちなか
の活性化

中期
(５年)

・熊谷スポーツ文化公園を核とした、
まちのにぎわい創出、魅力の向上
・ビフォー・アフタースポーツを楽しめ
るまちづくり

・スポーツエンターテイメ
ントサービス

ス
マ
ー
ト

スマート技術を活用し
て、暑さに負けず、快
適に、楽しく、いきいき
と暮らせるまちを実現

長期
(10年)

・熱中症対策、まちなかの回遊性向
上を図る行動変容アプリの展開
・環境負荷を抑えた熊谷版スマートハ
ウスのモデルを構築
・熊谷駅・熊谷スポーツ文化公園間の
移動の円滑化

・スマートホーム
・蓄電池 ・太陽光発電
・再生可能エネルギー
・自動運転技術
・データ利活用
・スマートパーキング

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

暑い中でも健康で快
適に過ごせるまちの
形成

中期
(５年)

・スマートハウスを連携させたスマート
タウンエリア内の電力融通によるレジ
リエント性の向上

・エネルギーエリアマネ
ジメント



熊谷スマートシティ

熊谷スポーツ文化公園

スポーツ健康拠点

道の駅整備中

蚕業試験場跡地ひろば

籠原駅

北部地域振興
交流拠点（予定地）

子育て支援・
保健拠点

荒川公園周辺再整備

エムスマートシティ
（分譲済）

※籠原駅周辺地域内（市街化区域）で
スマートタウンモデル地区を検討

まちなか環境アプリ
（R3実証実験実施）

熊谷駅・熊谷スポーツ文化公園間の
移動の円滑化、魅力向上

熊谷市全域

熊谷市役所

熊谷駅

籠原駅
周辺地域



川口市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

川口市版スーパー・シティプロジェクト ～川口駅周辺まちづくりビジョンの実現に向けたまちづくり～

概
要

川口駅周辺における、まちのポテンシャルの活用、社会情勢の変化及び現状の課題への対応の観点から、令和４年３月に「川口駅
周辺まちづくりビジョン」を策定している。ビジョンに掲げている取組を中心に進めることにより、川口駅周辺が住みやすいまちを超え
て、「住み続けたいまち」・「さらなる選ばれるまち」となることを目指す。

課
題

・駅周辺における、各拠点間の回遊性の不足
・多様な「働き方」や「暮らし方」を支える、都市機能の不足
・駅周辺利用者のニーズを的確にまちづくりに反映させるためのデジタル技術の活用
・災害対応の迅速化や頻発化・激甚化する災害に対応するため、ハード・ソフト両面での防災力の確保

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地区内外の関係人口の集積に資す
る、まちづくりの推進

中期
（5年）

・駅周辺の集客拠点の整備（文化・芸術施設、商業・業務施
設等）
・駅周辺における、コワーキングスペースやシェアオフィスの
設置
・駅や各拠点が有機的に繋がったウォーカブルなまちの実現
・持続的な街の賑わい創出や、安心に暮らせる街の実現に
向けた、エリアマネジメント体制の構築
・中距離電車の停車や駅前広場の機能向上などによる交通
ネットワーク強化

・民有地におけるウォーカブルな取組
への協力
・エリアマネジメント体制への参画
・コワーキングスペースやシェアオフィ
スの設置への協力

ス
マ
ー
ト

デジタル技術を活用した、効率的な
まちづくりの推進

中期
（5年）

・人流データの集計により、移動特性やニーズを的確に把握
し、最適な施設配置や空間形成、交通施策などを実現
・集計した人流データのオープンデータ化による、利便性の
高いサービスの提供や、民間企業の出店誘導
・事業の合意形成や防災性向上へのＶＲ・３Ｄ都市モデルの
活用
・生活利便性向上に資するアプリの充実

・オープンデータの提供による、スマー
トな取組への協力
・人流データの活用事例とその効果
・VR・３D都市モデルの活用

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

川口駅周辺に相応しい防災力の確
保

中期
（5年）

・帰宅困難者受け入れスペースの確保・整備
・自律分散型エネルギーの導入による、災害時でも途絶えな
い電源の確保
・地区内外の人々が災害時に必要とする物資を備蓄するス
ペースの確保・整備
・水害の際に垂直避難が可能な場所の確保
・情報通信技術等を活用した防災性の向上

・災害時における帰宅困難者用の一時
滞在施設の整備
・一時滞在施設へのＶ２Ｌ（外部給電
器）の導入
・一時滞在施設への太陽光発電
や蓄電池等の導入

川口駅周辺地域



川口駅

キュポ・ラ

キャスティ

美術館
予定地

リリア

旧そごう

六間通り線

ＪＲ川口駅

川口西公園

ＳＲ川口元郷駅

川口銀座商店街

＜コンパクト＞
駅周辺における、コワーキングスペース等
の設置

川口市版スーパー・シティプロジェクト取組概要

＜凡例＞

集客拠点（文化・芸術施設、商業・業務施設等）

鉄道駅

川口市版スーパー・シティの主要な区域

主要な動線

主要な動線（デッキ上）

＜コンパクト＞
駅周辺の集客拠点の整備

（例）リリア（文化施設）大規模改修

＜コンパクト＞
新たな交通環境の実現によ
る交通ネットワーク強化

＜スマート＞
ＶＲ・３Ｄ都市モデルの活用

川口駅周辺のＶＲ（川口市作成）

3Ｄ都市モデル Project PLATEAU
（出典：国土交通省）

＜コンパクト＞各拠点間の回遊性向上

＜スマート＞人流データの活用

GPS機器を利用した人流データの把握イメージ
（出典：国土交通省）

六間通り線の拡幅整備・賑わい創出に向けた検討

＜レジリエント＞
帰宅困難者受け入れ
スペースの確保・整備

帰宅困難者対応のイメージ
（出典：内閣府・国土交通省）

＜コンパクト＞
駅や各拠点間の回遊性向上

（例）美術館（文化施設）建設
（川口市作成パース案）

＜現状＞
歩道空間の拡張に向けた、
用地買収を実施中

川口西公園

GPSで人の移動
の軌跡を把握

元郷1丁目2番地区

ミエル川口

栄町3丁目
銀座地区

＜レジリエント＞
水害時に垂直避難が可能な場所の確保
災害時でも途絶えない電源の確保

防災備蓄倉庫のイメージ
（出典：内閣府）

川口飯塚団地建替えイメージ

＜レジリエント＞
災害時の必要物資を備蓄
するスペースの確保・整備



行田市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

～県内唯一の「日本遺産」構成資産を中心としたウォーカブルなまちづくり～

市全域

概
要

地域コミュニティの希薄化を見据え、県内で唯一認定されている「日本遺産」の構成資産を核とし、住民主体・官民連携による持続的
な賑わいを創出するとともに、歩行者空間および憩いのスペースをネットワーク化することにより回遊性の向上を図る。
また、周辺商店街と連携した賑わいを創出することで、来てよし、住んでよしの歩きたくなるまちづくりを推進する。

課
題

・地域コミュニティの希薄化を見据えたまちづくりを実現するための住民主体・官民連携による推進体制の構築
・「日本遺産」の構成資産周辺へアクセスするための公共交通網の充実やまちなかの回遊性を高めるための環境整備や外出促進の
取組の実施
・災害時における持続可能なエネルギー供給体制の整備の必要性

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

「日本遺産」や観光拠点
を利用した人々の交流に
よる賑わいづくり

中期
（5年）

・多様な都市機能を集約した都市拠点の形成
・「日本遺産」の構成資産を中心とした周辺整備と地
域の観光資源を安全に回遊するためのウォーカブ
ルなまちづくり
・公共空間等を活用した多様なイベントの開催など住
民主体によるエリアマネジメントの導入

・未利用空間（空き家、空き店舗、
空き地）のリノベーションや利活用
・秩父鉄道行田市駅の利活用や駅周辺
の活性化に向けた連携

ス
マ
ー
ト

スマート技術を活用した
情報発信や回遊性の向
上

長期
（10年）

・デジタルサイネージ等を活用したイベント
情報や災害情報の発信等
・アプリ等を活用した回遊の促進及び健康増進
（歩きたくなるまちなかの創出）等
・公共交通のネットワーク機能強化

・モビリティサービスの開発
・アプリの導入（ウォーカブル、ＡＩオンデ
マンド交通システム）

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

いつもと変わらない生活
を守る災害に強いまちづ
くり

長期
（10年）

・災害時でも途絶えることのない電源や水などのライ
フラインの確保
・田んぼダムや校庭貯留、下忍調節池の整備等流域
治水対策
・無電柱化による災害に強いまちづくり
・世代や属性を問わない交流促進による災害時の協
力体制の構築

・再生可能エネルギー設備の設置等
・蓄電池や太陽光発電などを活用したエ
ネルギーステーションの設置



熊谷市

鴻巣市

加須市

羽生市

群馬県千代田町

秩父鉄道
持田駅

秩父鉄道
行田市駅

秩父鉄道
東行田駅

秩父鉄道
武州荒木駅

JR行田駅

ウォーカブルゾーンの設定地域

ウォーカブルゾーンや各駅、地区
を結ぶ交通網等の再構築

コンパクト・スマート関連

市街化区域

田んぼダム整備予定区域

レジリエント関連

下忍調節池

● その他、校庭貯留（整備予定含）

東小学校、忍小学校、下忍小学校、

旧太田東小学校、西中学校、行田中学校、

忍中学校、長野中学校、埼玉中学校、

南小学校、泉小学校、西小学校

●●

●

●

●
●

●

●

●

忍

行田

佐間

持田

星河

長野

星宮

下忍

荒木

須加

北河原

埼玉

太井

南河原

太田

利根川

●

●

●

～県内唯一の「日本遺産」構成資産を中心としたウォーカブルなまちづくり～



～県内唯一の「日本遺産」構成資産を中心としたウォーカブルなまちづくり～

忍 城※

花手水やライト
アップイベント等

足袋蔵※

(一例)

旧忍町信用組合
店舗※

水城公園

足袋蔵等日本
遺産の構成資
産

ウォーカブル
ゾーンとして設
定（歩行者が回
遊しやすい空間
を整備）

例示写真中※のある
ものは、日本遺産の
構成資産

忍中学校

忍
小
学
校

行田市役所

行田八幡神社

忍川



秩父市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

秩父市移動支援プロジェクト～未来へ紡ぐ結いまち～

秩父市内

概
要

「先端技術を活用し、生活交通・物流等のインフラ維持向上等を図ることで快適な社会を実現する取組（Society5.0事業）」について、秩父市大滝地域を起点として市域全体へ発展させ、中心市
街地と各地域を結び、「ヒトとモノ」の移動の困難さに着目した山間地域における物流・公共交通ネットワーク「秩父モデル」として普及させる仕組みの構築を目指す。

課
題

・住民の高齢化により、災害時や日常生活において生活交通・物流等の生活インフラの維持が難しくなっている。
・特に物流分野の採算性や維持確保は課題となっており、山間地域においては、将来的に物流がなくなる可能性も大きくある。
・若年層を中心とした都市部への人口流出による人口減少が課題。
・医療分野の受診が困難となる状況を防ぐために、遠隔医療等の技術導入の必要性が高まっている。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地域拠点を中心としたコンパクトなまちづ
くり

中～
長期

・地域の交通や物流の結節点を拠点としたコンパクトな拠点づくりを実現（地域の道の駅な
どを想定）
・地域の総合支所を拠点とした災害時にも強いまちづくり
・共同配送の実現により住民の物流網の最適化を目指す
・貨客混載の実現により住民の移動手段と物流網を融合したコンパクトな仕組みを目指す
・地域間を公共交通機関に加え、EVを活用したカーシェアリングなど新たな選択肢を増やし、
人々が移動しやすいコンパクトな街づくりを目指す

・先端産業（ドローン・UGV）などに関する産業創出
・５G（地域の高速通信を確保するための支援）
・EVカーシェアリング事業

ス
マ
ー
ト

ヒトとモノの動きをIoT技術で融合し、最適
化と利便性向上を目指す仕組みづくり

短～
中期

・多様な位置情報の収集や提供の仕組みを、共通インタフェースでヒトやモノの動きを可視
化し、分析情報、提供するシステムを国の交付金事業を活用し「秩父版ダッシュボードシス
テム」として開発し、活用を目指す
・上記のシステムと連携する観光型 MaaS 基盤構築・運用実証を目指す。 MaaS 基盤の構
築により、自家用車を中心とした観光客の流れを公共交通の利用へ転換させ、観光施設と
連携を図り、新型コロナウイルス収束後も見据えた先進的な取り組みとする
・医療難民を維持する為に遠隔医療を導入し、地域医療サービスの環境整備を実現する
・既存の物流網とドローンや自動走行技術を組み合わせることにより、住民ニーズに合った
速達性のモデルづくりを構築

・観光型MaaSに関する連携
・自動走行技術（域内交通）

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

平常時でも災害時でも活用できる脱炭素
社会に向けた新しい仕組みづくり

中～
長期

・EVの蓄電池機能を有する利点をいかし、災害時の電源確保も含めたEVカーシェアリング
を平常時に導入して、災害時にも活用できる環境を整備
・賑わい拠点にEV電力とドローンポートの結節点となる拠点整備を積極的に導入
・EVに係る車両や充電設備については民間事業者と連携したシェアリングの仕組みを構築
する。

・再生可能エネルギー
・蓄電池（EV）
・シェアリングを促進する為の協力事業者（地元企業や関
係企業）



2

【参考】埼玉県秩父市について

■大滝地域のモデルを今後秩父市域全体に発展させていくことを想定

■具体的な拠点や場所については、現時点では確定していない。本取り組みを具体化する段階で調整していく

Copyright©2021 City of CHICHIBU All Rights Reserved.

大滝地域
（モデル地区）

吉田地域

市内中心部

浦山地区
荒川地域
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【参考】秩父市大滝地域について

【対象エリア：
道の駅、大滝総合支所周辺】

【対象エリア：三峰地区】

• 日用品/食料品の買物支援サービス
• 物流拠点としての機能
• 災害時・緊急時物資配送
• 医薬品配送

• 日用品/食料品の買物支援サービス
• 災害時・緊急時物資配送
• 医薬品配送

■既に進めているSociety5.0事業については大滝地域を中心に実施。大滝地域のモデルを他地域につなげていきたい

■「道の駅大滝温泉/大滝総合支所を中心としたエリア（落合・神岡地区）」を拠点としてドローン配送の実現を目指す

【対象エリア：大血川地区】

• 災害時・緊急時物資配送
• 医薬品配送

【対象エリア：栃本地区】
• 日用品/食料品の買物支援サービス
• 災害時・緊急時物資配送
• 医薬品配送

【対象エリア：中津川地区】

• 災害時・緊急時物資配送
• 医薬品配送

【対象エリア：二瀬地区】
• 日用品/食料品の買物支援サービス
• 災害時・緊急時物資配送
• 医薬品配送

Copyright©2021 City of CHICHIBU All Rights Reserved.
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【参考】Society5.0事業内容イメージ

Copyright©2021 City of CHICHIBU All Rights Reserved.

位置情報集約 データ分析 データ提供

都市全体のモビリティの位置情報を統合し・可視化

仮称：秩父ダッシュボードシステム

0

5

10

15

20

25

1 2 3 4 5

グラフタイトル

系列1 系列2 系列3 系列4

グラフタイトル

1 2 3 4 5

82% 60%

55% 70%

位置情報

『秩父モデルのポイント』
・市外からの観光客の送客

・市中心部の物流・交通シェアモデル
・山間地域のラストワンマイル

・山間地域内の二次交通の確保

秩父市のヒト・モノ・モビリティの移動をIoT技術で融合し、生活交通・物流の最適化を実現するプロジェクト
遠隔医療、ドローン物流、貨客混載、観光ＭａａS等の新技術により未来の秩父を創りだす取り組み
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【参考】秩父版ダッシュボードシステムとは

データ集約 データ分析 データ提供

運行管理
システム

トラッキング
システム

MaaSサービス
システム

遠隔医療
システム

観光客
（スマホアプリ）

ドローン 遠隔医療

位置情報
（機体・貨物）

位置情報
（各車両・貨物）

クラウド

生活交通・
物流

物 流 観光交通 医療

仮称：秩父版ダッシュボードシステム

0

5

10

15

20

25

1 2 3 4 5

グラフタイトル

系列1 系列2 系列3 系列4

グラフタイトル

1 2 3 4 5

82% 60%

55% 70%

配達先情報

モビリティ
（トラック、バス、EV車両）

配達先情報、
満空情報など

モビリティの位置情報、
利用状況など

サービス利用者の情報
（処方箋情報など）サービス利用者

の情報

サービス利用者の
情報など

『ダッシュボードシステムのポイント』
• 多様な位置情報の収集・提供の仕組みを

共通インタフェースで定義。
• 共通化（API）することで既存のアプリ

ケーション/システムと容易に連接が可能
• 多様な情報をサービス間で相互に流通させ

ることで、複数サービスを統合可能
• スーパーシティ構想の日本初の実装モデル

として全国に先駆けて開発・サービス提供

• ヒト・モノ・モビリティの移動情報を共通インタフェースで集約・分析・情報提供する「サービス統合共通基盤システム」

• 位置情報解析、プライバシーデータ秘匿処理、交通・物流量に応じた収益管理機能の実装を目指し、現在開発中

Copyright©2021 City of CHICHIBU All Rights Reserved.
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【参考】Society5.0事業のスケジュール

• 5年間の事業。今年度は引き続き「計画フェーズ」。

• 今後の実装に向けたニーズ調査等を実施しながら各分野別の実証実験等を実施する。

中間年（2022年度）で、
一部の事業で社会実装する
ことが求められている。

最終年には予定する事業が
本格的に社会実装することが
求められている。

３つの事業に係るニーズ調査、
技術課題の整理を実施。
⇒課題等については会議の中で
意見交換を実施。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

▲【計画フェーズ】
生活交通・物流等の
機能、サービスを有機
的につなげていくための
全体設計とニーズ調
査

▲【計画フェーズ】
各分野別の実証実験
と機能開発による個
別最適化の検証と技
術検証（年度初めは
引き続きニーズ調査も
実施）

▲【実証フェーズ】
各分野別の実証実験
やプレサービスによる事
業性の評価
※災害時のドローン配
送を実施

▲【実証期～実装期】
各分野別のサービス統
合による全体最適化
※システムのプレ運用、
プレサービス開始

本格
実装
開始

Copyright©2021 City of CHICHIBU All Rights Reserved.



所沢市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

ゼロカーボンスーパーシティ所沢 ・ ＧＸイニシアティブプロジェクト
グリーントランスフォーメーション

所沢市域

概
要

所沢市の広域中心拠点である所沢駅周辺の市街地開発事業やＩＣ周辺の産業拠点整備の推進に
伴い、みどり豊かな低炭素防災都市構造への変革や各拠点間の公共交通ネットワークの強化など
人中心のスマートな都市の形成を目指す。

課
題

・高齢社会への対応、子育て環境の向上
・交通弱者対策、交通結節点と各地域拠点を結ぶ都市交通の確保
・大災害への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

駅等を中心と
した都市機能
の集約

短期

・駅・IC周辺の区画整理や再開発事業の推進
・複合施設（商業・住居・産業）の立地
・緑豊かな生活環境の向上
（緑地創出・ミティゲーション・都市公園）
・出歩き・集うウォーカブルの推進

・駅周辺の整備
・産業団地の整備
・緑の創出

ス
マ
ー
ト

都市内の交
通・移動・交
流環境の向
上、弱者対策

長期

・エコな公共交通の充実（EV、ＭａａS、自動運転等）
・エコモビリティ（EVシェアリング等）の促進
・大規模商業施設内でのデジタルコンテンツの充実
・高齢者や迷子の見守り（トコろんおかえりＱＲ促進）

・公共交通
・シェアリング
・見守アプリの普
及促進

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害時エネ
ルギーレジリ
エントの強化

中期

・ＺＥＨ、ＺＥＨ-Ｍ、ＺＥB（産業拠点整備を含む）
・再生可能エネルギーの創出・災害時の電力融通
・デジタルサイネージを活用した防災等の情報発信
（平時：駐車場空状況、バスロケ、災害時：防災情報）
・主要道路の無電柱化による防災都市構造構築

・ゼロエネルギー
の土地利用



所沢市都市構造図

グリーンフィールド
（新規開発エリア）

所
沢
駅
周
辺
の
住
居
系

Ｉ
Ｃ
周
辺
の
産
業
拠
点

○駅・人を中心としたみどり豊かでスマートな住環境の形成
○ＩＣ周辺の立地を活かした先進的な製造主体の産業拠点の形成

★所沢航空記念公園



所沢駅周辺の市街地開発事業の取組 ～大規模PJ・エコ・緑のネットワーク化～

延長約 ３５０ｍ
面積約２，７５０㎡

敷地約 ２，３４８㎡
建物約 １，２４８㎡
延床約２１，３１６㎡
高さ 約１００ｍ
用途 商業、業務、

共同住宅、
駐車場等

ファルマン通り交差点改良事業 所沢東町地区第一種市街地再開発事業（組合）

県道川越所沢線の無電柱化

出歩く環境整備（無電柱化・ウォーカブル・ＥＶｼｪｱ）

ウォーカブル拠点整備
エコモビリティ

区域約８．５ha
都市計画道路
・ 中央通り線
･ 所沢駅ふれあい通り線
街区公園・上下水道等

区域約 ３．４ha
建築約 ２．８ha
緑化（屋上・壁面・沿道）
省エネ、創エネの取組
センターコートeスポーツなど

延長約７８０ｍ
幅員 ２０ｍ～３５．５ｍ
既存踏切除却

所沢駅西口土地区画整理事業（市施行）

所沢駅西口開発計画（民間商業施設）

都市計画道路所沢駅ふれあい通り線

上安松・下安松地区土地利用

都市緑地・街区公園
上下水道等
【検討】
ゼロカーボンシティ
保育園と街区公園の
連携、緑化推進など

北秋津・上安松土地区画整理事業（組合）

区域約２７ha
・街区道路
・都市緑地
・街区公園
・上下水道

等 ソーラー・充電

市内公共施設

エコな公共交通の充実 エコモビリティ

〔ゼロエネルギー・レジリエント〕

緑地保全

ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨ
ﾝｸﾞ＄

所沢駅 🚌

🚌

（相当）

東
所
沢
方
面
へ

公共交通・都市移動のスマート化

至航空公園

敷地約 ４，０１２㎡
建物約 ２，３７０㎡
延床約３８，５６０㎡
高さ 約１００ｍ
用途商業、業務、共同住宅、

駐車場等

所沢駅西口北街区第一種市街地再開発事業（組合）



飯能市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

飯能市版スーパー・シティプロジェクト

市街地エリア及び精明地区エリア

概
要

本市の最大の特徴である都心に近く、身近で豊かな自然という良好な環境を生かし、多くの人が自然とのふれあ
いを求めて訪れる集客の仕組みや基盤づくりを進めると同時に、コンパクトに都市機能が整い人々が集うまちを目
指す。まずは市街地エリア及び精明地区エリアにおいて、魅力的な地域の交流拠点の整備と新たな賑わいの創
出による歩きたくなるまちづくり、デジタル技術や再生可能エネルギーを活用した安心・安全なまちづくりを官民連
携で推進する。

課
題

・人口減少や担い手不足等による中心市街地の活力の低下や交流機会の減少
・住民や来訪者が求める情報に係る発信環境の整備不足
・頻発する自然災害への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

魅力的な地域の交流
拠点の整備と居心地
良く歩きたくなるまちづ
くり

長期
（10年）

・歩きたくなる道路空間の創出
・中心市街地の活性化による賑わい創出
・憩いの場として人が集う魅力的な交流拠点（街区
公園、駅前広場、道の駅等）の整備
・公共施設の複合化・集約化による地域拠点の整備
・公共空間を活用した多様な官民連携イベント等の開
催によるまちづくりの体制構築

・中心市街地周辺の活性化支援
・魅力的な交流拠点の整備に対
する技術提供・整備支援
・公共空間を活用した官民連携
イベント等の開催によるまちづ
くりへの参画

ス
マ
ー
ト

ICT・IoT技術を活用し
た安心・安全なまちづ
くり

長期
（10年）

・デジタルサイネージやアプリ等を活用した公共交通、
災害、観光、地域イベント等の情報発信
・都市計画情報や災害ハザード情報などのデータの
オープン化による住民の安全意識の向上

・デジタルサイネージ等のIoT機
器・サービスの提供
・ビッグデータの取得・活用
・ＧＩＳの導入・活用

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に強いまちづくり
長期
（10年）

・中心市街地における無電柱化
・流域治水の推進
・指定避難所・防災拠点における再生可能エネル
ギーを活用した発電・蓄電設備の整備

・無電柱化の技術支援
・雨水貯留・流出抑制施設等の
技術支援
・電源供給設備の技術支援



狭山日高 ＩＣ

ＪＲ八高線

圏央道

元加治駅

凡例
市街地ゾーン 農業ゾーン 丘陵ゾーン
河川 幹線道路 鉄道

中心市街地
●歩きたくなる道路空間の創出
●中心市街地の活性化による賑わい創出
●公共空間を活用した多様な官民連携イベ
ント等の開催によるまちづくり体制構築

●デジタルサイネージ
やアプリ等を活用し
た公共交通、災害、
観光、地域イベント
等の情報発信

●無電柱化
※国土交通省 まちなかウォーカブル
推進プログラムより

東飯能駅
飯能駅

飯能市役所
文

飯能第一小学校

駅前広場

市街地エリア + 精明地区エリア
●憩いの場として人が集う魅力的な交流拠点
（街区公園、駅前広場、道の駅等）の整備
●公共施設の複合化・集約化による地域拠点
の整備

●都市計画情報や災害ハザード情報などの
データのオープン化

●流域治水の推進
●指定避難所・防災拠点
における再生可能エネル
ギーを活用した発電・蓄
電設備の整備 ※複合化・集約化による地域拠点

整備 （飯能第一小学校）

飯能市版スーパー・シティプロジェクト



加須市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

かぞ版スーパーシティ ～まちなかにぎわい創出～

加須駅周辺地域

概
要

加須市の将来都市像である「絆でつくる 緑あふれる 安心安全・元気な田園都市 加須」の実現のため、加須駅
周辺を中心に「住む」「働く」「憩う」「学ぶ」「つなぐ」といった都市機能の集積を図り、市民との協働による「誰もが住
み続けたいと思えるまちの創造」を目指す。

課
題

・少子化に伴う人口減少、長寿化の進展
・都市の低密度化による既存商業集積地における経営基盤の弱体化及び空洞化
・人口構造の変化、市民のライフスタイル・価値観の多様化に対応するＩＣＴ等のデジタル技術の活用
・自然災害の頻発化、激甚化による災害リスクの高まり

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

加須駅を中心とするま
ちなかの活性化や居
住促進によるにぎわい
のあるまち

短中期
（３～
５年）

・鉄道事業者や商店会組織等との
連携によるにぎわい創出
・まちなかの既存ストックの活用
・空き家バンクや居住UIJターン促進
事業等による居住促進

・空き家、空き店舗、
未利用地の活用

ス
マ
ー
ト

地域に根付く技術と先
端技術を活用し、新し
い時代の流れを力にす
るまち

中長期
（５～
１０年）

・ICTを活用した医療・保健・介護・
福祉などの生活サービスの充実
・交通の利便性、回遊性の向上

・ICTの活用
・自動運転技術

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

絆と協働の力で、安心
安全な暮らしを守り続
ける災害に強いまち

中長期
（５～
１０年）

・災害時でも途絶えない電源の確保
・子ども食堂等の充実による地域の
交流、支えあいの推進
・交通ネットワークの充実による輸送
力増強

・再生可能エネルギー、
蓄電池
・子育て応援企業との連携
・輸送力増強



かぞ版スーパーシティ ～まちなかにぎわい創出～ イメージ

○ 空き家、空き店舗、未利用地の活用
○ 居住促進策として転入者へ加須産米贈呈 など

コンパクト

○ ICTを活用した医療・保健・介護・ 福祉などの生活
サービスの充実

○ デマンド型乗合タクシーをアプリで予約 など

スマ―ト

○ 災害時における電動車両等による支援
○ 家庭で余っている食品を持ち寄るフードドライブ など

レジリエント★加須駅を中心とする
まちなか（青い点線）
と、様々な都市機能
（赤い点線）との相互
連携（白い矢印）によ
り、活性化やにぎわい
創出を目指す。

加須駅



本庄市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

３駅から始まる本庄版スーパー・シティプロジェクト

市内全域

概
要

市内にある３駅（本庄駅・本庄早稲田駅・児玉駅）を中心としたエリアを拠点として捉え、「コンパクト」・「スマート」・「レジリエント」によ
るまちづくりの実現に向けた取組みを進めるとともに、それら拠点を結ぶ幹線道路や公共交通機関のスムーズな接続により、その効
果を市全域へ波及していくことを目指す。

課
題

・少子化、高齢化を伴う人口減少の進行
・中心市街地の空洞化等を伴うまちなかの再生
・市民生活に甚大な影響をもたらす災害への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

訪れたくなる、住み続
けたくなるまちづくり

長期
（10年）

・駅を拠点とした周辺整備と地域の観光資源を活
用した居心地の良いウォーカブルなまちづくり
・本庄児玉ICや国道１７号本庄道路等の産業拠点
やポテンシャルを活かした持続可能なまちづくり

・医療、福祉、子育て、商業など
各種機能や宅地開発の民間誘
導
・空き家、空き店舗、空き地や無
人駅の利活用
・JRとの八高線活性化に向けた
連携

ス
マ
ー
ト

スマート技術が人々の
暮らしを支えるまちづく
り

中期
（5年）

・サポートを必要とする子育て世代や高齢世代など
を支えるスマート技術や、人々の豊かで、スムーズ
な暮らしを支えるアプリの導入により、誰にとっても
暮らしやすいまちづくり

・モビリティサービスの開発
・アプリの導入（ウォーカブル、ＡＩ
オンデマンド交通システム）

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

いつもと変わらない生
活を守るまちづくり

長期
（10年）

・再生可能エネルギーを活用した、ゼロカーボンシ
ティの推進による、災害時でも途絶えることのない
電源の確保を実現するまちづくり
・幹線道路の強化により、拠点をつないだ災害に強
いまちづくり

・再生可能エネルギーによる住
宅モデルエリアの開発
・蓄電池や太陽光発電などを活
用したエネルギーステーションの
設置





東松山市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

東松山市版スーパー・シティプロジェクト

市全域

概
要

・中心市街地の公共施設を縮充（縮小・充実）し、機能とサービスを集約するとともに、地域の拠点から中心市街地へ向けた人の流れ
を生み出し、利便性が高く、コンパクトでウォーカブルな賑わいのあるまちを創出する。
・健康と生きがいを生み出す公共施設（スポーツ施設等）を縮充し、スポーツを基軸としたコンパクトな生活拠点を創出する。
・「まちの危機管理能力」を向上させ、災害に強く、安全で安心して暮らすことのできる生活環境を創出する。

課
題

・中心市街地に点在する空き店舗や人流の減少
・高齢者等移動制約者の移動手段の確保
・行政手続きに関する市役所窓口の利便性向上、いつでもどこでも相談できる体制の整備
・大規模災害等が発生した際にも安心して生活できる環境の整備（避難所の快適性、電源等のエネルギー・食料の確保）

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

・中心市街地を拠点とした人が
集まるコンパクト＆ウォーカブ 
ルなまちづくり
・スポーツを基軸としたコンパク
トな生活拠点づくり

長期
（10年）

・松山市民活動センター敷地を活用した公共施設
の縮充（ジュニアとシニアが活躍する多機能空間
の整備）
・安全で快適な歩行空間の整備と中心市街地の賑
  わい創出
・岩鼻運動公園を活用したスポーツ施設等の縮充

・公共施設の整備と運営
・公園の活用
・道路空間の活用
・商業施設や交流拠点の展開
・無電柱化、バリアフリー化技術
・eスポーツの活用

ス
マ
ー
ト

ICT技術を活用した移動制約
者の移動手段の確保、農業生
産性の向上、市役所窓口利便
性の向上

長期
（10年）

・中心市街地と地域の拠点を結ぶ新たな移動手段
の確保
・ICT技術を活用した農業生産能力の向上
・ICT技術を活用した市役所窓口の利便性向上、い
つでもどこでも相談できる体制の確保

・新たな移動手段の試験運用
・ICT技術を活用した農業生産技
  術の試験運用、農家向け体験
イベントの実施
・書かない窓口や、オンラインに
よる福祉総合相談の導入

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

・災害に強い都市基盤の整備
  と災害時のエネルギー確保
・農作物の域内生産体制や域
内消費の強化

長期
（10年）

・災害時でも途絶えない都市基盤の強靭化
・再生可能エネルギー等の活用を含めた、災害時
でもエネルギーが途絶えない仕組みの構築
・避難所の快適性向上
・食料等の地産地消の促進による持続性の高い地
  域づくり

・都市基盤の耐久性、耐震性向
上技術の導入
・市街地での再生可能エネル
ギー等の活用
・遊休農地の活用
・地産地消の機会創出



東松山市版スーパー・シティプロジェクト

中心市街地 地域の拠点

ICT技術を活用した
新たな移動手段

ICT技術を活用した
農業生産能力の向上

地産地消の流れ

スポーツの拠点
（岩鼻運動公園）

スポーツを基軸とし
た生活拠点の形成

コンパクト

スマート

レジリエント

縮充

商業施設

ウォーカブル

下沼公園

上沼公園

松本町一丁目
緑地

御茶山町
児童公園

五領沼公園

材木町
第一公園

交通機能向上

図書館

市民福祉センター

新明小学校

保健所

箭弓町
第一公園

子育て支援
センター

郵便局税務署

創業支援
センター

総合会館

保健センター市役所

中心市街地

市民文化
センター

箭弓稲荷神社

医師会病院

まきの木公園

交通機能向上

中心市街地

中心市街地のコンパクト&ウォーカブルなまちづくり

松山市民活動
センター敷地

①

②

写真②

写真①

高坂駅

東松山駅

材木町倉庫



春日部市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

全域

概
要

各駅を拠点とし、利便性の向上＋日常生活に寄り添った魅力・活力ある、都市機能の集積を図るとともに、
先端技術を積極的に活用することにより、持続可能で災害に強く、豊かな暮らしを実現することができ、
様々な世代から選ばれるまちづくりを推進する。

課
題

・ＳＤＧｓの実現に向けた持続可能なまちづくり（コンパクトシティの実現）
・超少子高齢社会を支える最先端スマート技術の積極的な活用
・大規模地震や豪雨災害等への確実な対応

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

都市機能の集積、
地域コミュニティ・賑わい
の創出

長期
(10年)

・春日部駅周辺における既成市街地の再生及び
北春日部駅周辺における新たな宅地開発による
都市機能の集積
・リモートワークスペース、子育て施設、高齢者支援
施設や行政サービス機能の設置
・公園・広場、調整池などオープンスペースを活用
した賑わい創出
・武里団地を中心とした、多様な生活サービスが
享受できる利便性の高い拠点づくり

・リモートワーク
・スマート子育て・介護
・エリアマネジメント

ス
マ
ー
ト

ICTを徹底活用した
持続可能で豊かな
暮らしの実現

長期
(10年)

・どこでも５Ｇサービスを受けられる通信環境整備
・高い防犯性能を有する住宅
・スマート街灯による見守りサービス
・再配達のない確実で安心な宅配サービス
・無人運転にも対応できる道路づくり

・５Ｇ通信施設整備
・タウンセキュリティ
・スマート街灯
・無人宅配ロボット、ドローン配送等
・見守り通知サービス
・インクルーシブナビ
・ビーコン内蔵点字ブロック

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

予期せぬ災害にも
確実に対応できる
まちづくり

長期
(10年)

・耐震性に優れたインフラの整備
・太陽光発電および蓄電池設置による災害時に
  おける確実な電源確保
・災害時の一時避難場所の確保や避難誘導

・再生可能エネルギー
・大容量電池システム

春日部市版スーパー・シティプロジェクト～既成市街地の再生と新市街地の創出～



新市街地の創出
コンパクト

スマート

デジタル技術活用による
暮らしやすさの向上

◎
市役所

コンパクト
既成市街地の再生

武里出張所

武里団地

コンパクト 利便性の高い
拠点づくり

庄和総合支所

レジリエント 太陽光発電及び
蓄電池の設置

武里団地を中心
としたエリア再生



狭山市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

狭山市版スーパー・シティプロジェクト

市全域

概
要

狭山市駅を中心とした中枢拠点をはじめ市全体の魅力をより向上させるため、にぎわい創出につながる土地利
用の転換など利便性向上を図るとともに、まちと人をデジタル技術で繋ぐことで、新たな時代に対応した持続可能
なまちづくりを行う。また、中枢拠点と各地区センター等との連携を図り、各地域コミュニティが将来にわたって維
持し続けられるまちを目指す。

課
題

• 人口減少・少子高齢化の進行によるまちの魅力低下や、地域コミュニティ衰退に対応するための持続可能なまちづくり
• 多様化する市民ニーズに対応するため、デジタル技術の導入による利便性の高いサービスの提供
• 激甚化・頻発化する自然災害など非常時への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

• 持続可能なまちづくりのため
の拠点の魅力と利便性の向
上

長期
（10年）

• 中枢拠点における周辺環境と調和した土地利用
の転換等

• 狭山市駅を基点とした安全・快適な歩行者空間
の拡充強化

• コンパクトな拠点の形成に資する各地域コミュニ
ティ拠点の利便性向上

• 中枢拠点周辺のにぎわい創
出及び利便性向上につながる
土地利用

• ウォーカブルなまちづくり
• 各地区センター等の利便性を
向上するサービス

ス
マ
ー
ト

• 多様なライフスタイルに寄り
添えるデジタル技術の活用

中期
（5年）

• デジタル技術を活用した行政手続きのオンライ
ン化や地区センター等の機能拡充など、いつで
も・どこでも・早く・簡単に行政サービスを受ける
ことができる環境の実現

• 行政サービスのオンライン化
や、利用者の負担軽減に繋が
るサービス

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

• 災害時でもエネルギー供給
の途絶えない仕組みづくり

中期
（5年）

• EVや充電設備、再生可能エネルギー等を導入
し、災害時でもエネルギー供給の絶えない仕組
みを構築

• 再生可能エネルギーの活用推進によるゼロカー
ボンシティの実現

• EV及び充電設備
• 太陽光発電設備



狭山市版スーパー・シティプロジェクト イメージ図

災害時でも
エネルギー供給の

途絶えない仕組みづくり

EVの導入

充電設備の設置

再生可能エネルギー
設備の設置など

公開型GISの公開
申請書自動作成機

の設置キオスク端末の設置

多様なライフスタイルに寄り添えるデジタル技術の活用

＝各地区センター等

＝中枢拠点

ほか

持続可能なまちづくりのための

拠点の魅力と利便性の向上

中心市街地の魅力・生活利便性
向上に資する土地利用の推進

出典：第2次狭山市都市計画マスタープラン

まちなかウォーカブルの検討

市内経済活性化に資する
土地利用の推進

手続きナビゲーション
サ－ビスの導入

水富地区
センター

柏原地区
センター

奥富地区
センター

新狭山地区
センター

狭山台地区
センター

堀兼地区
センター

入曽地域交流センター

入間川地区
センター

狭山市役所

コンパクトな拠点の形成と各地域
コミュニティの利便性向上

（各地区センター等の機能拡充）

【中枢拠点】

【全地区】

【全地区】

【全地区】



羽生市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

羽生市版スーパー・シティプロジェクト

概
要

人口減少・少子高齢化の進行に伴い、地域が抱える課題も多様化してきている。各地域の特性に
応じた拠点を配置することで効率的に課題解決を図るとともに、適切な交通ネットワークを形成する
ことで、将来都市像「誰もが幸せを感じる、住み続けたいまち 羽生」の実現を図る。

課
題

・空き家の増加等による駅周辺の活力の低下
・少子高齢化の進行等に伴う交通弱者の増加
・激甚化、頻発化する災害への対応

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地域特性に応じた各
拠点が紡ぐ魅力的な
まちづくり

長期
（10年）

・駅周辺の活性化
・公共施設の複合化
・空き家や空き店舗、空き地等の活用
・企業誘致による雇用機会の拡大

・公共施設の複合化
・商店街の活性化

ス
マ
ー
ト

デジタル技術が暮ら
しを支えるまちづくり

中長期
(5～10
年)

・DX推進等による市民サービスの向上
・アプリを活用した情報発信力強化
・デジタル技術の活用等による交通ネッ
トワークの利便性向上

・デジタル技術の実装
・アプリの機能拡充

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

安全・安心で持続可
能なまちづくり

長期
（10年）

・無電柱化等による防災・減災対策
・災害時でも途絶えない電源の確保
・再生可能エネルギー設備の普及等、
循環型社会に向けた取組の推進

・EV活用
・再生可能エネルギー
の導入

市全域



拠点

※上記は現時点の想定であり、変更となる可能性があります。
また、全ての拠点を示すものではありません。

羽生市版スーパー・シティプロジェクト

コンパクト
地域特性に応じた各拠点が紡ぐ魅
力的なまちづくり

・駅周辺の活性化
・公共施設の複合化
・空き家や空き店舗、空き地等の活用
・企業誘致による雇用機会の拡大

スマート
デジタル技術が暮らしを支えるまちづ
くり

・DX推進等による市民サービスの向上
・アプリを活用した情報発信力強化
・デジタル技術の活用等による交通ネッ
トワークの利便性向上

レジリエント
安全・安心で持続可能なまちづくり

・無電柱化等による防災・減災対策
・災害時でも途絶えない電源の確保
・再生可能エネルギー設備の普及等、
循環型社会に向けた取組の推進＜愛藍（あいあい）タウン＞

新たな拠点として、良好な住環境
とウォーカブルなまちなみを形成

拠点と居住地をつなぐ
ネットワークの形成

羽生水郷公園

キャッセ羽生



鴻巣市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

鴻巣市版スーパー・シティプロジェクト ～「人にも生きものにもやさしい コウノトリの里 こうのす」の実現～

市全域

概
要

コウノトリと共生できる豊かな自然環境づくりをベースに、本市の都市部と広大な農地が占める周辺部それぞれの
特性を活かしながら、鴻巣駅周辺エリアにおける都市機能の集約と農業振興拠点としての「（仮称）道の駅こうの
す」の整備を進めることで、にぎわいの創出と利便性が高く安心して暮らせる「人にやさしいまち」を目指す。

課
題

・低い地域経済循環率
・農業・商業の担い手不足
・超少子高齢化による交通弱者の増加と公共交通の重要性の増大
・激甚化、頻発化する自然災害への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地域特性を活かした拠
点の形成とにぎわいの
あるまちづくり

中長期
（5～10年）

・鴻巣駅周辺における低未利用地、空き家・空き店舗の活
用促進と公共施設の集約を図り、花で彩られたウォーカ
ブルなまちの形成
・歩いて暮らせるコンパクトで魅力ある市街地の形成
・産業振興、にぎわい創出、魅力発信などの拠点施設とな
る道の駅の整備

・地域資源の活用
・空き家・空き店舗対策
・商店街のにぎわい創出
・公共施設の集約

ス
マ
ー
ト

デジタル技術を活用し
た情報発信と持続可
能な産業・社会の実現

長期
（10年）

・道の駅におけるデジタル技術を活用した効率的な運営環
境の整備と「天空の里」からの映像配信や市政情報の発信
・持続可能な農業の実現に向けたスマート農業の導入支援
・AIを活用したデマンド交通の運行や自動運転技術の導入
による地域交通の充実

・デジタル技術を活用した
地域の魅力発信
・スマート農業
・効率的な公共交通の実現
・自動運転技術

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害時における電源
確保とBCP対策による
レジリエンスの強化

長期
（10年）

・公共施設における再生可能エネルギーを活用した発電・蓄電
・公用車やコミュニティバスのEV化と公共施設におけるEV用
充電設備の整備
・既存ITシステムの刷新による緊急時における継続的な市民
サービスの提供

・再生可能エネルギー機
器・設備の導入
・EV用充電設備の導入



鴻巣駅周辺

●低未利用地、空き家・空き店舗の活用促進
と公共施設の集約

●花で彩られたウォーカブルなまちの形成

（仮称）道の駅こうのす

●産業振興、にぎわい創出、魅力発信など
の拠点施設となる道の駅の整備

●デジタル技術を活用した効率的な運営
環境の整備と「天空の里」からの映像
配信や市政情報の発信

市全域

●コンパクトで魅力ある市街地の形成

●スマート農業の導入支援

●AIを活用したデマンド交通の運行や自動運転技術
の導入による地域交通の充実

●再生可能エネルギーを活用した発電・蓄電

●公用車やコミュニティバスのEV化

●EV用充電設備の整備

●緊急時における継続的な市民サービスの提供

鴻巣市版スーパー・シティプロジェクト
～「人にも生きものにもやさしい コウノトリの里 こうのす」の実現～

天空の里



深谷市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

深谷版スーパー・シティプロジェクト ～渋沢栄一「論語と算盤」の教えを踏まえた深谷版ＳＤＧｓの実践～

市全域

概
要

郷土の偉人である渋沢栄一は、論語の精神から学んだ「仁義道徳」や「忠恕の心」を持ち続け、「論語と算盤」へと発展させていった。自分の利益だけ
ではなく、社会の利益も優先する理念は、まさに誰一人取り残さない持続可能な社会を実現するSDGsを推進する上で重要となる考え方である。
本市では、郷土の偉人である渋沢栄一の功績や精神を踏まえ、SDGsのゴールと関連付け、持続可能なまちづくりや地域活性化の実現を目指す。こ
れを踏まえ、本市の特性を考慮しつつ、多様なステークホルダーと連携し、SDGsの目標達成に向けた取組を推進するとともに、「誰一人取り残さない
みんながうれしい ふかや」の実現に取り組む。

課
題

・移住・定住促進を通じた人口減少の抑制
・地域特性を生かした産業振興と雇用の創出
・脱炭素社会の実現

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

コンパクトで秩序のあるまちづ
くりの推進及び子育て世帯に
重点を置いた移住定住促進

短期

（３年）

• 幼稚園・こども館複合施設の建設及び周辺エリ
アの良好な都市景観の整備

• 将来的な各拠点間の公共交通ネットワーク強化
のため、自動運転技術の導入に向けた取組の
推進

・建設後の施設の利活用
・自動運転技術の導入、
推進に向けた連携

ス
マ
ー
ト

農業の強みを生かした産業の
活力創出

短期

（３年）

• 野菜をテーマとした人を呼び込む取組の推進
• 農業先進都市を目指す新たな企業誘致の推進
• 地域内経済循環の向上に向けた地域通貨ネ
ギーの活用

・アグリテック
・地域通貨事業

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に強いまちづくり及び地球
温暖化対策の推進

短期

（３年）

• 住宅等における蓄電池の普及等による防災力
の向上

• エネルギーの地産地消と脱炭素化の推進
・再生可能エネルギー



深谷版スーパー・シティプロジェクト
～渋沢栄一「論語と算盤」の教えを踏まえた深谷版SDGsの実践～

アグリテックアワード
の開催

デジタルスタンプラリーを
活用した市内回遊イベント

地域通貨ネギー
（アプリタイプ）

農業の強みを生かした
産業の活力創出

スマー ト

•野菜をテーマとした人を呼び込む取組

の推進

•農業先進都市を目指す新たな企業誘致

の推進

•地域内経済循環の向上に向けた地域通

貨ネギーの活用

•幼稚園・こども館複合施設の建設及び周

辺エリアの良好な都市景観の整備

•将来的な各拠点間の公共交通ネットワー

ク強化のため、自動運転技術の導入に向

けた取組の推進

コンパクトで秩序のある
まちづくりの推進及び

子育て世帯に重点を置いた
移住定住促進

コンパク ト

幼稚園・こども館複合施設の建設

自動運転技術の導入に向けた取組の推進

深谷テラスパーク

渋沢栄一記念館

• 住宅等における蓄電池の普及等による防災力の向上

• エネルギーの地産地消と脱炭素化の推進

災害に強いまちづくり
及び地球温暖化対策の推進

レジリエン ト

公共施設等への太陽光発電
システム導入及びエネル
ギーの地産地消推進

ゼロカーボンシティふかやの取組
（環境教育動画によるPR）

中の家

主な対象エリア



上尾市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

上尾版 スーパー・シティプロジェクト ～みんなでつくる みんなが輝くまち あげお～

市全域

概
要

将来都市像である「みんなでつくる みんなが輝くまち あげお」の実現に向けて、市民同士がつながりを
持ち、協働でまちづくりに取り組むことで、誰もが安心・安全に暮らすことができ、将来にわたり市民と地域
が輝き続けるまちを目指す。

課
題

・人口減少の抑制、多世代が暮らしやすい市街地環境の創出
・利便性の高い市民サービスの需要への対応
・地震・風水害等、増加する自然災害への対応

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・
内容

コ
ン
パ
ク
ト

「コンパクト・プラス・
ネットワーク」型都市構
造の実現

中長期
（５～
１０年）

・各拠点における生活に必要な施設の維持・集積とコミュニティ
の醸成
・各拠点におけるゆとりと賑わいあふれる歩行空間等の創出
・拠点間を道路や公共交通でネットワーク化した、市街地にア
クセスしやすい都市構造の構築

・拠点ごとのイベント・
賑わいの創出
・地域公共交通の充
実

ス
マ
ー
ト

新技術の活用による利
便性の高いデジタル
サービスの充実

中期
（５年）

・来庁が不要な電子申請サービス等の拡充
・デジタルサイネージ等による緊急・防災情報、イベント情報、
観光情報等のタイムリーな情報配信
・バス情報のオープンデータ化の推進による公共交通の利便
性向上及び利用の促進

先進的なデジタル技
術の実装

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

安全な暮らしを守るま
ちづくり

中期
（５年）

・公共施設等における環境配慮型設備の導入や太陽光等新エ
ネルギーの活用、EV活用による災害時でもエネルギーが途絶
えない仕組みの構築
・共助による地域防災力の向上
・災害時の情報伝達手段の整備

太陽光発電・蓄電
池・EV等の新技術の
提案



上尾版 スーパー・シティプロジェクト ～みんなでつくる みんなが輝くまち あげお～

平方拠点におけるコミュニティの
醸成と賑わいの創出

デジタルサイネージによる
タイムリーな情報発信

ゆとりと賑わいあふれる
歩行空間の創出

公共交通のネットワークにより
市街地にアクセスしやすい交通
環境を整備

第
二
産
業
道
路

公共施設等への太陽光パネル
の設置の推進

レジリエント スマート

コンパクト
コンパクト コンパクト

凡例

（サイクルツーリズムの推進）



草加市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

だれもが幸せなまち 草加 スーパー・シティプロジェクト

市全域

概
要

本市の都市核として位置付けられている草加駅及び地域の文化・生活の交流拠点として位置付けられる谷塚駅、
獨協大学前＜草加松原＞駅周辺等において、回遊性を高めるためのインフラ整備や新たな技術の活用を進める。
加えて、各エリアの価値を高める持続可能なまちづくりを推進し、「だれもが幸せなまち 草加」の実現を目指す。

課
題

・顔の見える人間関係の希薄化
・生産年齢人口、年少人口の減少による地域経済循環率の低下
・地球環境の悪化による災害の激甚化、頻発化

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

官民学連携によるにぎ
わいと魅力あるまちづく
り

長期
（10年）

・良好な住環境の整備とウォーカブルなまちなみの
形成
・官民学連携にてエリアマネジメントの推進による
エリア価値の向上
・公有地等を活用したにぎわいの創出
・エリアリノベーションの推進

・エリアマネジメントの体制構築
・まちづくり（にぎわいづくり）など
への参画
・担い手の発掘

ス
マ
ー
ト

移動しやすく、あらゆる
世代が利便性を感じら
れるだれひとり取り残さ
ないまちづくり

中期
（5年）

・スマートモビリティや低炭素型・脱炭素型で環境
への負荷が少ない持続可能な地域移動手段の確
保
・スマート技術を活用した市民窓口サービスの向上
・情報システム等を活用した災害対策の強化

・地域交通手段の充実
・環境負荷低減の取組
・市民サービスの充実につなが
るデジタル技術の実装と効果検
証

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に強く安全・安心で
持続可能なまちづくり

長期
（10年）

・エネルギー自立度を考慮した公共施設の整備
・スマート技術を活用した浸水状況の迅速な把握
等の災害対策の強化
・再生可能エネルギーの活用とレジリエンス機能を
持つスマート街区の形成
・無電柱化によるレジリエンス機能の向上

・省エネと再生可能エネルギー
技術の活用
・太陽光発電や蓄電池の活用
・低コスト手法の無電柱化に係る
技術支援



草加市 だれもが幸せなまち 草加 スーパー・シティプロジェクト

新田駅

獨協大学前
＜草加松原＞駅

谷塚駅

草加駅

公有地を活用した
にぎわいの創出

官民連携によるにぎわいづくりと
魅力ある地域づくり

＜コンパクト＞

エリアリノベーションの推進

無電柱化の街並み

＜レジリエント＞

エネルギー自立度を考
慮した公共施設の整備

スマート技術を活用した
浸水状況の把握

＜スマート＞

スマート技術を活用した
市民サービスの向上

良好な住環境の整備と歩きたくなる、
ウォーカブルなまちなみの形成

災害に強く安全・安心で
持続可能なまちづくり

移動しやすく、
あらゆる世代が利便性を感じられる
だれひとり取り残さないまちづくり

エリアマネジメントの推進による
エリア価値の向上

スマートモビリティ等
持続可能な

移動手段の確保

出典：国土交通省HP 出典：総務省HP

草加市役所

市立病院

松原団地
記念公園

松原児童
青少年

交流センター
miraton

獨協大学

凡例

対象
区域



越谷市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

市全域

概
要

人口減少、少子高齢社会に対応し、生活利便性の維持・向上や地域経済の活性化等を図っていくため、
魅力ある拠点の形成や、持続可能な公共交通ネットワークの形成に取り組むとともに、環境負荷の低減や
自然災害への備えの強化、地域コミュニティの活性化に取り組み、誰もが安心して暮らせる活力あるまち
づくりを推進する。

課
題

・人口減少・少子高齢化の進行によるまちの活力や地域経済への影響、公共交通網のサービス縮小
・地球温暖化等による災害の多発や激甚化への対応

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

魅力ある拠点の形成
長期
(10年)

・観光・交流を支えるSakura Lake(大相模調節池)
周辺の水辺空間の活用

・多様な都市機能が集積した南越谷駅・新越谷
駅周辺地域におけるにぎわい創出

・官民連携による施設整備や
にぎわいの創出

ス
マ
ー
ト

持続可能な公共交通
ネットワークの形成

長期
（10年）

・デジタル技術を活用した新たな移動サービスの構築

・新たな公共交通システムに関する調査検討

・デジタル技術を活用した
公共交通サービスの提供

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

環境にやさしく安全安心
で活力ある地域づくり

長期
(10年)

・公共施設、住宅、事業所等への太陽光発電設備
および蓄電池の設置・活用を推進

・洪水氾濫対策や内水被害軽減を目的とした新規
雨水貯留施設等の整備

・都市災害の防止等を目的とした無電柱化の推進

・地域文化や文化財の活用による地域づくり・世
代間交流の促進

・太陽光発電をはじめとした
再生可能エネルギーの利用
促進

・実用可能な新技術の提案

スーパー･シティ＠Koshigaya 『水と緑と太陽に恵まれた みんなが活躍する安全・安心・共生都市』の実現に向けて



スーパー･シティ＠Koshigaya イメージ図

③都市災害の防止等を目的とした
無電柱化の推進

①公共施設、住宅、事業所等への
太陽光発電設備・蓄電池の設置
・活用

①再生可能エネルギーの活用 ④地域文化や文化財
②新規雨水貯留施設等の整備 の活用
③無電柱化の推進

レジリエント

②新方川流域における新規雨水
貯留施設等の整備

商業店舗や水上アクティビティによる
にぎわい創出や、創業者支援の実施

①SakuraLake(大相模調節池)周辺 持続可能な公共交通ネットワークの形成

スマート

・デジタル技術を活用した路線バス等の運賃割引
機能や経路検索機能等を有するシステムの構築

「越谷げんき de MaaS」

・新たな公共交通システムに関する調査検討

イメージ図

②南越谷駅・新越谷駅周辺地域

越谷サンシティの再整備を核とした
南越谷駅・新越谷駅周辺地域のにぎわい創出

水と緑と太陽に恵まれた みんなが活躍する安全・安心・共生都市

コンパクト

イメージ図

④地域文化や文化財の活用による
 地域づくり・世代間交流の促進

コンパクト



蕨市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

日本一のコンパクトシティ蕨 スーパー・シティプロジェクト～未来への飛躍、選ばれるまちづくりへ～

概
要

駅西口再開発事業による駅前整備や中心市街地活性化新プランに基づく交流拠点を構築するとともに、駅前から中山道へと繋ぐ駅前商店街の
活性化により、市内全域ににぎわいを創出させ、市の魅力の向上を図り、選ばれる都市づくりをより一層進める。また、誰もが健康で幸せに暮ら
せるまちスマートウエルネスシティの推進に向けた、ウォーカブルなまちづくりを中心市街地活性化の取組と連動して進めるとともに、コミュニ
ティ・センターの充実・強化による地域力向上、ICT技術の活用による行政情報の発信や各分野への導入、災害時の避難所の停電に備えた整
備を行うことで、持続可能なまちづくりを進める。

課
題

・少子高齢化の進展による経済活動の停滞や社会保障費の増大、コミュニティ力の低下
・中心市街地における商店の継続性、集客の核となる回遊性を生むにぎわいづくり
・市民が健康で元気に暮らせるスマートウエルネスシティ（健幸）づくりへの対応、ICTを活用した市民サービスの向上
・大規模災害時における電源確保

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

まち全体の活性化に繋がる
にぎわい創出と交流促進、
スマートウエルネスシティづ
くりの推進

短期（3年）～
長期（10年）

・現図書館、旧仮設庁舎跡地などの市有地の活用や、駅西口再
開発事業などによる中心市街地活性化の推進
・にぎわい創出と連動したスマートウエルネスシティ（健幸）づくりの
推進による、誰もが健康で元気に幸せに暮らせるウォーカブルな
まちの実現
・中山道地区におけるにぎわいを創出する新たな交流拠点の整備
・コミュニティ・センター等の充実・強化による地域力向上
・ポートの増設によるシェアサイクル事業の推進

・ニーズ調査
・商店街の活性化支援
・にぎわいの創出
・民間活力を利用した土地
活用

ス
マ
ー
ト

ICT技術活用による市民
サービスの向上により、だ
れ一人取り残さないまちの
実現

短期（3年）～
長期（10年）

・ICTを活用した行政情報、防災情報伝達の強化
・市民の利便性の向上を図るための遠隔相談の取組
・WI-FI整備など公共施設のICT化
・市民の健康寿命の延伸や医療費の抑制を図るためのICT技術
導入による健康データの活用
・電動車いすシェア事業などICTを活用した新たな交通サービス

・自動運転技術
・近距離モビリティシェアリン
グサービス
・行政・防災情報の伝達シ
ステムや遠隔相談システム
など新たなICT技術

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に対するレジリエンス
の強化を図り、災害に強い
まちづくりの推進

短期（3年）～
長期（10年）

・ソーラー蓄電池ステーション導入による災害時の電源確保、再エ
ネ・省エネの加速化
・上下水道、橋梁などを含む公共施設・設備の耐震化
・環境にやさしく、災害時に電源確保ができるシェアサイクル事業
の充実、コミュニティバスのＥＶ化

・蓄電池 ・太陽光発電など
を活用したエネルギース
テーション
・再生可能エネルギー

市全域



日本一のコンパクトシティ蕨 スーパー・シティプロジェクト
～未来への飛躍、選ばれるまちづくりへ～

５地区にあるコミュニティ・
センター（ ）の充実・強化
による地域力向上、ソーラー
蓄電池ステーション導入による
公共施設の災害時の電源確保、
再エネ・省エネの加速化

図書館跡地における文
化芸術の拠点整備

ポートの増設による市内シェアサイクル
事業の推進、災害時の電源供給

全体イメージ

スマート

コンパクト

コンパクト

レジリエント

コンパクト

歴史かおる中山道地区の拠点整備

▶市役所仮設
庁舎跡地
（現在は駐車場）

駅西口地区に蕨の新たな顔
となる
駅前広場や魅力的な商業施
設、
都市型住宅、行政センターや
図書館など公共公益施設を
整備

コンパクト
スマート

レジリエント

市役所

蕨駅

現図書館

中山道

ICT技術の活用した行政情報信
防災情報伝達の強化、遠隔相
談の実施

コンパクト

市民の健康寿命の延伸や
医療費の抑制を図るための
ICT技術導入による健康
データの活用の取組

レジリエント
公共施設・設備の
耐震化の実施

スマート
電動車いすｼｪｱ事
業の実施

スマート
公共施設のWIFI
設置



市内中心部

市内中心部から市内全域のにぎわいへ！！

中山道

•「にぎわいの交流軸」として、リニューアル整備し、商店街を活性化
•自然と歩いてしまうウォーカブルなまちづくりを目指すスマートウエルネスシティ
の推進となる事業を展開

にぎわいをもたらす新たな集客拠点である駅
西口地区の再開発の推進

中山道地区における、にぎわいを創出する新たな
交流拠点の整備 （市役所仮設庁舎跡地を活用）

日本一のコンパクトシティ蕨 スーパー・シティプロジェクト
～未来への飛躍、選ばれるまちづくりへ～



戸田市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

みんな輝く未来共創のまち とだ スーパーシティ構想

市全域

概
要

面積が小さくコンパクトな本市の特徴を生かしつつ、健康寿命の低迷や高齢社会への対応など市
の課題に対応するため、歩きやすく、さまざまなニーズが完結する、全世代が住みやすいまちを構
築する。

課
題

・健康寿命の低迷の克服や高齢社会への対応に向けて、歩きたくなるまちづくりの推進やICT等を
活用した取組を進める必要がある。
・異常気象による自然災害などに官民が連携して対策を行う必要がある。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

駅を中心としたウォー
カブルなまちづくり

長期
（10年）

高齢者から子供まで、幅広い世代が居心
地がよく歩きたくなるよう、道路等パブリック
空間をウォーカブルな人中心の空間に転
換し、官民連携によるまちなかの賑わいの
場の創出を目指す。

・ニーズ調査
・先進的な事例

ス
マ
ー
ト

ＩＣＴ等を活用した官民
連携による市民のQOL
等の向上

短中期
（3～5年）

ICT等を活用した官民連携によるシェアモビ
リティや医療MaaSの実証実験等を通じ、市
民のQOL等を向上させる。
３Ｄ都市モデルを構築し、各種まちづくり等
に関する計画検討のプラットフォームとして
活用する。

・システム構築
・シェアサイクル
・ＥＶシェア

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害時でも市内の活動
が途絶えない仕組みの
構築

中期
（5年）

災害時に活用できる電源施設の導入や防
災ポータルサイト等の構築、防災活動への
地域住民の参加を促すことにより、地域の
防災力を強化する。

・ニーズ調査
・蓄電池
・太陽光発電
・バッテリーの電源化



戸田市取組イメージ図

【エリア全体】
・ICT等を活用した官民連携によるシェアモビリティ
の実証実験
・太陽光発電及び蓄電池の導入
・災害時に活用できる電源施設の導入
・防災ポータルサイト等の構築

シェアサイクルポート
【蓄電池イメージ】

【市内３駅周辺】
・官民連携によるまちなかの賑わいの場を創出

居心地が良く歩きたくなるまち

身近な公園・広場

オープンスペース化まちなかの賑わいの場

まちなかの賑わいの場

【美笹地区】
・官民連携による医療MaaSの実証実験

【医療MaaS車両】 【医療MaaS車内】



入間市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

入間市版スーパーシティ構想

市全域

概
要

地域の拠点として整備する地区センターによって、地域コミュニティの再構築を図るとともに、交通
ネットワークの強化により高齢者の外出機会を創出することで、すべての市民が地域の中で社会の
一員としてともに生活していける、自助･互助・共助･公助のバランスのとれたまちを目指す。

課
題

・高齢化の進展等による地域コミュニティ力の低下
・高齢化の進展による税収の減少と社会保障費の増大
・東日本大震災以降の市民の自然災害への不安

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地域における総合窓
口・地域コミュニティの
拠点の構築

中期
（R6）

・市内9地区に、基本的な機能（福祉総合相談窓

口機能、自治振興支援機能、防災拠点機能など）が集約
された地区センターを整備し、地域の拠点施
設とする

・AI相談システム

ス
マ
ー
ト

ICT技術を活用した高
齢者の外出機会の創
出

長期
（R10）

・オンデマンド交通の導入による外出促進
・移動・健康データを元にした交通と福祉の
連携施策

・オンデマンド交通車両
・自動運転技術

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害被害に対するレジ
リエントの強化

短期
（R4）
～長期
（R10）

・太陽光発電等で貯蓄した電力(EV等)を非
常時に融通し、地域のレジリエンスを向上す
る

・蓄電池 ・太陽光発電
・再生可能エネルギー
・EVシェア



：地区センター

：オンデマンド交通

入間市取組イメージ図



朝霞市
埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

朝霞市版スーパー・シティプロジェクト ～人と緑が活きるウォーカブルなまちづくり～

朝霞駅周辺エリア

概
要

官民連携による公園や街路空間等の利活用や、自然が持つ機能の最大限の発揮を軸に、『居心地が良く、歩き
たくなるまち』と、『魅力的な商業エリア』 の創出を図る。そのため、①道路空間の再構築や低未利用地の活用を
通じた、人中心のウォーカブルな空間の創出、②地域のシンボルとなる豊かな自然の機能を活かした、グリーンイ
ンフラの整備、③災害時にも機能するフェーズフリーなまちづくり に取り組む。

課
題

・歩行空間が不足する駅前通り等について、歩行者中心の道路空間へと再編し、安全で快適に歩ける道へ転換する必要。
・シンボルロードや黒目川など地域のシンボルとなる緑の拠点の魅力向上や、グリーンインフラの考え方を取り入れた公共空間の整
備を行うとともに、駅周辺からの回遊性の向上が必要。
・災害時に活用可能なエネルギーの確保や、防災情報の効果的な発信を通じた、災害にも強いまちづくりが必要。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

・ウォーカブルな
まちづくり

長期
(１０年)

・道路空間の再配分による歩行者中心の道路空間
整備
・緑の拠点であるシンボルロードのほこみち指定に
基づく賑わい向上や、黒目川の魅力発信
・公共空間を活用した多様なイベントの開催

・ゾーン３０プラス等交通安全対策の
実施
・歩行者利便増進道路指定に基づく
休憩施設や利便施設の設置
・公共空間を活用したイベントの開催
・商店街の活性化支援

ス
マ
ー
ト

・ICT技術を活用した
情報伝達や移動手段の
充実

長期
(１０年)

・デジタルサイネージ等を活用した地域イベント情
報や災害情報の発信
・ビッグデータやデバイスを活用した交通安全対策
と回遊促進
・シェアサイクルサービスの高度化
・都市計画情報等、まちづくりにかかるデータの
オープン化

・災害情報のデジタル化
・デジタルサイネージの導入・運用
・ビッグデータの取得・活用
・シェアサイクルサービスの高度化
・GISの導入・活用

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

・災害にも強いフェーズフ
リーなまちづくり

長期
(１０年)

・グリーンインフラの機能を取り入れたインフラ整備
・再生可能エネルギーを活用した災害時の電源確
保
・主要道における無電柱化の推進

・グリーンインフラの導入にかかる技
術支援（雨水貯留・流出抑制施設等）
・災害時にも活用可能な電源供給施
設の設置
・簡易な無電柱化に係る技術支援



基地跡地

朝霞駅周辺エリア

中央公園

朝霞の森

青
葉
台
公
園

未来ビジョン対象エリア
（ウォーカブルエリア）

ウォーカブルエリア内の
主要な通り

朝霞市版スーパー・シティプロジェクト取組エリア

都市計画マスタープラン

賑わい創出エリア

市役所前
広場

朝霞駅南口
駅前広場

駅西口富士見通線

朝霞駅周辺道路



概
要

生産年齢人口の減少及び高齢化の進展による、成長社会から成熟社会への転換に対し、志木駅東口からいろは
親水公園まで続く本町通りの沿道とその周辺エリアの中心市街地を核として、賑わいの場の創出や地域資源の活
用を通して地域活性化を図るとともに、安全・安心で誰もがいきいきと暮らせるまちづくりを目指す。

課
題

・生産年齢人口の減少、地域住民の高齢化に伴う地域コミュニティ力の低下
・空き店舗の増加による商業機能の低下
・老朽化した公共施設や道路環境の整備が必要
・河川氾濫等に備えた水害対策

志木市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

志木市版スーパー・シティプロジェクト

市全域

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

中心市街地を核とした
地域活性化＆ウォーカ
ブルシティの実現

中期
（５年）

・市民の意見を取り入れた、市民活動の拠点となる複合施
設整備
・空き店舗等を活用した地域活性化
・中心市街地の活性化にあわせた歩きやすさの向上、改善
による回遊促進

・公共施設集約化
・民間店舗の出店
・イベントの計画、運営、
協賛
・空き店舗等の活用
・情報発信

ス
マ
ー
ト

ICT技術を活用した地
域の課題解決及び安
全・安心なまちづくり

中期
（５年）

・デマンド交通による高齢者や障がい者等の外出促進
・アプリ等を活用した、市民等の自発的な健康づくりへのイ
ンセンティブとなる施策
・ICT技術を活用した人流促進など地域課題解決に向けた
取組
・デジタルサイネージ等を活用した地域情報の発信

・スマートモビリティ
・高度通信技術

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害を跳ね返す強靱な
まちづくり

長期
（１０年）

・非常時でも途絶えない電源の確保
・公共施設の再整備による防災拠点化
・遠方監視システムと連携したポンプ運転等による、浸水
被害の抑制
・河川及び道路冠水箇所のカメラや水位センサーの監視等
による、円滑な避難誘導の推進

・太陽光発電、蓄電池
・防災設備（水位セン
サー、カメラ）



志木市版スーパー・シティプロジェクト イメージ

中心拠点：商業・業務

総合病院
（TMG宗岡中央病院）

秋ケ瀬スポーツセンター

志木ニュータウン

中心市街地活性化を軸とした、市全域におけるコンパクト・スマート・レジリエントなまちづくり

志木駅

総合

市役所

中心拠点：医療・福祉

福祉センター

中心拠点：行政

志木駅東口

エントランスゾーン
まちの玄関口として、来訪者のおもてな
し機能と地域住民の生活を支える機能

の向上を図る

コンパクト

・非常時でも途絶えない電源の確保
・公共施設の再整備による防災拠点化

レジリエント
新複合施設

コミュニティゾーン
南北を結ぶ地域コミュニティのハブとし
て、本町通りの整備に合わせた沿道

の商業的活用促進と、市民会館・市民
体育館の再整備による交流機能の充
実を図る

アクティビティゾーン
市役所やいろは親水公園等、地域内外
から多くの人が集まるにぎわいの場とし

てイベントの充実と、いろは商店街への
回遊促進を図る

志木駅

いろは親水公園
中心市街地の活性化

新複合施設

いろは親水公園

・アプリ等を活用した、市民等の自発的な
健康づくりへのインセンティブとなる施策
・デジタルサイネージ等を活用した地域情
報の発信

スマート

デジタルサイネージ

太陽光パネル

いろは親水公園

いろは健康ポイント事業



和光市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

和光市版スーパーシティ構想

市全域

概
要

新たに駅北側の交通拠点と北IC周辺の産業拠点を整備するとともに、これらの拠点を結ぶ自動
運転サービスと既存の公共交通ネットワークを連結させスマート交通システム（和光版MaaS）を構
築し、市内の各拠点が有機的に結ばれたコンパクトで自立した都市づくりを推進する。

課
題

・高齢化の進展、財政運営の悪化
・利便性の高い地域公共交通網の整備
・大災害への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

・新たな交通システム
による都市機能の集
積

長期
(10年)

・駅北口の交通拠点としての機能強化に向けた再開発
・北IC周辺地域における産業拠点の形成に向けた土地
区画整理事業、新倉ＰＡの拡張の推進
・拠点周辺の道路網の整備
・スマート交通システム（和光版MaaS）の構築

ス
マ
ー
ト

・拠点間を結ぶ自動運
転サービスの導入

中期
(3～5年)

・自動運転技術の社会実験（レベル－４）
・自動運転専用レーンの設置
・高度通信システム（５G）の導入

・自動運転技術
・社会実験後の運営
・高度通信技術

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

・安定的な自動運転
サービスに向けたエネ
ルギー供給

中期
(3～5年)

・非常時における再生可能エネルギーの活用
（排熱発電、太陽光発電、バイオマス発電など）

・新技術の提案、提供





新座市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

新座市版スーパー・シティプロジェクト

市全域

概
要

官民連携による複合施設の整備等により都市拠点の強化を図るとともに、拠点間を結ぶネット
ワークを構築・強化することで、災害に強く、にぎわいや魅力あふれる豊かなまちを目指す。

課
題

・少子高齢化の進展、公共施設の老朽化・維持管理費の増大
・公共交通機能の強化、交通結節点と拠点間を結ぶ都市交通の確保
・地震等の大規模災害への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

都市拠点の強化と拠点間
のネットワーク化

中～長期
(５～10
年)

・志木駅南口周辺での官民連携による新たな複合施設整備
（三軒屋公園等複合施設）
・三軒屋公園等複合施設におけるコミュニティ施設と公園の連
携及び民間活力活用による更なるにぎわいの創出
・新座駅周辺における土地区画整理事業による良好な都市基
盤の整備、都市機能の強化
・拠点間を結ぶシンボルロードの整備
・公共施設の再配置

・官民連携による施設整
備・運営

ス
マ
ー
ト

スマート技術及びビッグ
データの活用による質の
高いサービス提供や交通・
移動・交流環境の向上

長期
(１０年)

・スマート技術活用による利用者への質の高いサービス提
供や公共施設の効率性・利便性の向上
・シェアサイクル利用状況データ等を活用したシンボルロード
への自転車通行空間の整備や交通・移動・交流環境の向上

・先進的なデジタル技術
を活用した施設管理
・電動シェアサイクル（利
用状況データの提供）

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に対するレジリエンス
の強化

長期
(１０年)

・公共施設への太陽光発電・蓄電池の設置及びEVバスから
の電源供給による災害時の電源確保
・ＬED無停電照明灯の設置
・災害のリアルタイム情報の取得・発信
・駅周辺やシンボルロードの無電柱化の推進
・シンボルロード整備や幹線道路ネットワークの強化による
拠点間をつないだ災害に強いまちづくり

・太陽光発電・蓄電池
・再生可能エネルギー
・EVバスによる電源供給
・ＬＥＤ無停電照明灯



新座市版スーパー・シティプロジェクト

【コンパクト】
都市拠点の強化と

拠点間のネットワーク化

【スマート】
スマート技術及びビッグデータの活用による
質の高いサービス提供や交通・移動・交流環
境の向上

【レジリエント】
災害に対するレジリエンスの強化

・志木駅南口周辺での官民連携による三軒屋公
園等複合施設整備
・新座駅北口土地区画整理事業の推進
・拠点間を結ぶシンボルロードの整備
・公共施設の再配置

三軒屋公園等複合施設 イメージ図

・スマート技術活用による
利用者への質の高いサー
ビス提供や公共施設の効
率性・利便性の向上
・シェアサイクル利用状況
データ等を活用したシン
ボルロードの自転車通行
空間の整備や交通・移動
・交流環境の向上

・公共施設への太陽光発電・蓄電池の設置
・ＥＶバスからの電源供給
・ＬＥＤ無停電照明灯の設置
・災害のリアルタイム情報の取得・発信
・駅周辺やシンボルロードの無電柱化推進

ＥＶバスの例
（にいバス）

無電柱化の例

自転車通行空間の整備例

シンボルロード（東久留米・志木線等）

拠点

【凡例】

市街地ゾーン



桶川市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

桶川版スーパーシティ：コンパクト・プラス・ネットワーク

市全域

概
要

本市は、駅を中心に同心円状に都市化した歴史をもち、人口減少、少子高齢化など社会環境の変
化に起因する課題も地区によって差異がみられる。「社会環境の変化に順応した持続可能なまちづ
くりの推進」を図るため、地区特性に応じ、都市・生活機能等を集積する拠点をバランスよく配置
し、各拠点を公共交通で連結するコンパクト・プラス・ネットワークの形成を図る。

課
題

◆ 中心市街地の「賑わい」の創出と、人口減少・少子高齢化を見据えた「地域づくり」
◆ 「強さ」と「しなやかさ」を備えた強靭なまちづくり
◆ コロナ禍など社会環境の「変化を力」に変えるまちづくり

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地区特性に応じ拠点を
配置し、賑わいや地域
力の維持向上を図る

中～
長期

◆民間活力を導入した公民連携による拠点施設
の立地など、民間企業のノウハウを活用した
中心市街地の賑わいづくりや地域力の向上

◆ポスト・コロナ時代を見据えた市場変化に順
応した拠点形成と地域経済の活性化

◆ 先進事例、市場動向や
民間活力導入可能性の
検討

ス
マ
ー
ト

拠点施設への未来技術
の実装

中～
長期

◆拠点施設へのデジタル技術実装による利用者
への質の高いサービスの提供や管理運営の省
力化、コスト縮減（公共施設の利用予約や決
済へのデジタル技術の導入等）

◆ICT技術の活用による地域の付加価値の向上
と地域課題の解決（道の駅における人に頼ら
ない観光案内等）

◆ デジタル技術の実装事
例とその効果

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

大規模自然災害発生時
における強靭化

中～
長期

◆拠点施設への再生可能エネルギーや蓄電池の
導入などによる地域防災力の向上

◆圏央道桶川北本ICのポテンシャルを活かした
企業との連携及び道の駅「（仮称）おけが
わ」の整備による地域力と防災力の向上

◆ 再エネ技術の最新動向



桶川版スーパー・シティ：コンパクト・プラス・ネットワーク 【参考資料】

道の駅「（仮称）おけがわ」の
整備による地域力と防災力の向上

圏央道桶川北本ICのポテンシャル
を活かした企業との連携による防
災力の向上

小学校跡地を活用した拠点整備による中心市街地の賑わいづくりと
地域力の向上
民間活力を導入した拠点づくり

生涯学習・市民交流・子育て支
援機能の導入による地域力と防
災力の向上
民間活力を導入した拠点づくり

※イメージ図等は現時点の想定であり、変更となる場合があります。

市内循環バス等の公共交通
により各拠点をつなぐ

イメージ図です。



久喜市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

久喜市 南栗橋8丁目周辺地区のまちづくり ～BRIDGE LIFE Platform構想～

南栗橋8丁目周辺地区

概
要

南栗橋駅の近隣に位置する本地区において、官民学連携によるまちづくりを進めていき、生活利
便性の高い魅力ある地区を形成する。

課
題

・人口減少や少子高齢化が進行していく中で、本地区に移り住む方々や既に本地区周辺にお住ま
いの方々が、豊かで快適な生活を送れるようなまちづくりが求められている。
・持続可能な都市の実現に向け、様々な次世代技術を取り入れたいが、市では事例が少なくノウハ
ウを有していない。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

コンパクト・プラス・
ウォーカブルなまち
づくり

長期
(10年)

・様々な都市機能を徒歩圏に集積させ、地域
の賑わいの拠点とする
・遊歩道及び公園のリニューアルにより、居心
地が良く歩きたくなる街並みを形成する

・医療や福祉など
の施設の誘致

ス
マ
ー
ト

次世代技術を活用し
た、日常生活に関す
るサービスの提供

中期
(5年)

・AIやICTなどの次世代技術を活用し、日常生
活の利便性向上に資するサービスを提供する

・地域住民向けア
プリ
・自動配送ロボッ
トの実証実験

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

電力供給ルートの分
散化による、本地区
のレジリエンス強化

中期
(5年)

・再生可能エネルギーによる発電と蓄電池を
併用することで、電力供給の冗長化を図るとと
もに、カーボンニュートラルを推進する

・太陽光発電
・小型水力発電





北本市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

市全域

概
要

・良好な地盤の大宮台地に、防災機能を持つ住宅とともに、雑木林や谷津等の豊富な自然環境を生かしたグリーンインフラストラク
チャーの整備等を推進し、地域の防災機能を強化する。
・市街地の雑木林、空き店舗や空き家等の都市ストック、（仮称）市民活動交流センター等を活用して、住民が集い、つながれる文化
水準の高いコミュニティスペースの整備等を推進し、住民の日常生活を豊かにする。

課
題

・少子化、高齢化等を要因として住民同士のつながりが希薄化する地域で、支え合いや自発的な交流活動を活性化させるとともに、
その担い手を育成する必要がある。
・子育て世帯や高齢者等が安心して住み続けられるまちづくりを実現するため、交通の利便性向上策や安全対策のほか、住宅政策
等を充実させる必要がある。
・自然災害に強い地盤を持つ特徴をさらに生かすため、自然災害の発生時にも生活を維持することができるようハード・ソフトの両面
を充実させる必要がある。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

つどう、つながる人の発意
で成長する
コミュニティスペースづくり

中期
（５年）

・旧栄小学校校舎を活用した（仮称）市民活動
交流センターの整備
・北本団地活性化プロジェクト等の推進
・地域資源である雑木林等を活用したコミュニ
ティスペース等の整備

・都市ストックの活用
・学習、交流メニューの提供

ス
マ
ー
ト

デジタル技術を活用した
“住み続けたいまち”づくり

中期
（５年）

・交通手段等の充実
・交通安全対策の充実
・防災機能を持つ災害に強いスマートタウン
の整備

・交通手段等の充実
・交通安全対策の充実
・環境負荷低減の取組の充実
・防災機能を持つ住宅の整備

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

“みどり”とともにある
レジリエントな地域づくり

長期
（10年）

・地域資源である雑木林等を活用した
グリーンインフラストラクチャーの整備
・太陽光パネルをはじめとした再生エネル
ギーの活用等による災害時でも途絶えない電
源の確保

・雑木林等の育成
・再生可能エネルギーの活用等

北本市版スーパー・シティプロジェクト



・栄小学校の跡地へ地域住民が集う交流拠点の整備
・市街地の雑木林等を活用した地域住民の交流できるコ
ミュニティスペースの整備

・公園緑地の防災機能の強化や、
街路樹の緑化等の推進

・災害時に活用できるＰＨＶ車の導入

・ＡＩを活用した交通安全対策の充実
・防災機能を持つスマートタウンの整備

北本市版スーパー・シティプロジェクト

この取組を通して実現すること【第五次北本市総合振興計画】

❶「“みどり”豊かで

災害に強いまち」のロールモデルに！

❷人の近接によりまちの活力を生み出すこと

❸暮らしやすさを追求した生活基盤の充実

“みどり”とともにあるレジリエントな地域づくり

デジタル技術を活用した
“住み続けたいまち”づくり

つどう、つながる人の発意で成長する
コミュニティスペースづくり



八潮市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

八潮市版スーパー・シティプロジェクト ～「住みやすさナンバー１のまち 八潮」の実現に向けて～

市全域

概
要
「住みやすさナンバー１のまち 八潮」を実現するため、都市核・地域核の形成、ICT技術・再生可能エネル
ギーの活用等により、八潮市に住むこと、住み続けることが誇りに思えるようなまちづくりを推進する。

課
題

○将来的な人口減少・少子高齢化の進行に伴う、コミュニティの衰退や市街地の空洞化等
○都市の魅力や活力の低下
○頻発化・激甚化する台風や大雨に伴う水害、切迫する首都直下地震への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

都市核・地域核を中心と
したコンパクトなまちづく
り

長期
（10年）

・市役所周辺の整備による、人々が集い、賑わいを創出
するシビックセンターの形成
・各種イベントの開催等による活気と賑わいの創出
・市北部でのスマートIC・（仮称）道の駅等の整備による、
交通利便性を活かした拠点の形成

・公共施設のリニューアル整備
・各種機能の維持・集積
・産業施設の立地誘導

ス
マ
ー
ト

ICT技術を活用した
情報伝達や移動手段の
充実

長期
（10年）

・情報通信機能を活用した情報発信の強化
・拠点、地域資源をつなぐ、市内路線バスの再編等の公
共交通網の充実や、ＢＲＴ等の新たな移動手段の創出

・移動手段等の充実

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

持続可能で災害に強い
まちづくり

中～
長期
（5～
10年）

・公共施設等へ再生可能エネルギー設備等の整備によ
る災害時における電源確保に向けた仕組みの構築
・自主防災組織の地区防災計画の作成や防災士の養
成による地域のつながりや地域防災力の向上

・蓄電池
・太陽光発電
・再生可能エネルギー



地域防災力の向上

公共交通網の充実

・拠点、地域資源をつなぐ、公共交通網
の充実
・ＢＲＴなどの新たな交通システムの導入
検討 等

・防災訓練等を通じ、市民の防災知識の
普及啓発を図るとともに、自主防災組織
の育成及び活動支援を行い、地域のつ
ながりや地域防災力の強化

※将来都市構造図一部抜粋

市全域で
の取組み

拠
点
ご
と
の
取
組
み

北部拠点の形成 良好な交通アクセスを
活かした（仮称）外環
八潮パーキングエリア
の整備やスマートイン
ターチェンジの設置、
地域振興施設の集積
等、広域的な連携や
機能導入を行うととも
に、周辺の生活環境
や教育環境等に配慮
した緑豊かな北部拠
点を形成

シビックセンターの形成 市役所周
辺の公益・
文化施設
等の多様な
機能の維
持・集積等
による、賑
わいを創出
する拠点の
形成

八潮駅周辺にお
いて、活気と賑
わいの維持・創
出に向けた商業
業務施設、公益
施設、医療・福
祉・子育て施設
等の多様な機能
が集積した拠点
の形成

八潮駅前の活気と賑わい創出

ハッピーこまちゃんⓇ

※この図はイメージであり、
図中の施設が必ずしも立地
するものではありません。



富士見市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

富士見市版スーパー・シティプロジェクト

市全域

概
要

市役所周辺(シティゾーン)や市内３駅(鶴瀬駅、ふじみ野駅、みずほ台駅)、その他各拠点の活性
化・連携強化や、デジタル技術による行政サービスの向上を図るとともに、再生可能エネルギーの
活用や災害に備えた防災・減災対策の強化等、持続可能で快適に生活できる都市づくりを目指す。

課
題

将来的な超少子高齢社会に伴う人口減少の抑制
多様化するニーズに対応する行政サービスの提供
激甚化・頻発化する災害に対する備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

拠点や地域資源を活
かしたコンパクトシティ
の形成

中期
(５年)

・公共施設の複合化、集約化
・地域資源を活かした交流や賑わいの創出、
魅力の向上
・市内回遊性の向上による連携強化

・地域資源の活用

ス
マ
ー
ト

デジタル技術を活用し
た利便性の高い行政
サービスの実現

中期
(５年)

・行政手続きのオンライン化などの市民サー
ビスの向上
・行政データ等の活用による地域社会のデジ
タル化

・ＩＣＴの活用やＤＸの推進

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

地域防災力の強化と
脱炭素社会の推進

中期
(５年)

・防災施設の整備や防災拠点機能の強化
・自助・共助・公助の推進による防災力の向上
や、燃えないまちづくりの推進
・再生可能エネルギーの活用によるレジリエ
ンスの強化及び脱炭素社会の推進

・防災力の強化
・再生可能エネルギー活用



富士見市版スーパー・シティプロジェクト

【スマート】
デジタル技術を活用した利便性の高い

行政サービスの実現

➢行政手続きのオンライン化などの市民サービスの向上
➢行政データの活用等による地域社会のデジタル化

➢防災施設の整備や防災拠点機能の強化
➢自助・共助・公助の推進による防災力の向上や、燃えない

 まちづくりの推進
➢再生可能エネルギーの活用によるレジリエンスの強化及び

 脱炭素社会の推進

➢公共施設の複合化、集約化
➢地域資源を活かした交流や賑わいの創出、魅力の向上
➢市内回遊性の向上による連携強化

【コンパクト】
拠点や地域資源を活かしたコンパクトシティの形成

富士見市役所

【レジリエント】
地域防災力の強化と脱炭素社会の推進

中心的な拠点

シティゾーン



三郷市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

三郷市版スーパー・シティプロジェクト ～ふるさと三郷みんながほほえむまちづくり～

市全域

概
要

「ふるさと三郷みんながほほえむまちづくり」の実現に向け、恵まれた交通立地を活かしたまちづくりによるにぎわ
いの創出や地域の活性化に取り組むとともに、デジタル技術の活用や地域レジリエンスの強化を推進し、新しい
時代に対応した安全で暮らしやすいまちを目指していく。

課
題

〇少子高齢化の進行に伴う地域コミュニティの衰退
〇三郷市のみんなが求めるデジタル化を推進するための環境整備
〇今後想定される大規模地震や激甚化する風水害等に対応可能な「安全・安心」の確保

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

都市機能の集積によ
る拠点形成と交流の
促進

長期
(１０年)

・公有地や駅前広場、公園、公益施設等を活用した
にぎわいの創出
・官民連携による魅力あるコミュニティ拠点の形成
・人や拠点をつなぐ地域ネットワークの構築
・拠点や地域資源をつなぐ、公共交通網の維持

・市民参加型プラットフォーム
・地域イベント
・公有地等の利活用

ス
マ
ー
ト

デジタル技術の活用
によるＤＸの推進

長期
(１０年)

・公共施設で市民等が利用可能な通信環境の整備
・電子申請の拡充等、行政手続きのデジタル化による
利便性の向上
・デジタル環境の変化で生じるデジタル格差の解消
・都市計画情報等をインターネット上で閲覧できる
サービスの利便性向上

・デジタル教育・講習
・デジタル行政サービス

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に対する備えと市
民の防災減災意識の
向上

長期
(１０年)

・（仮称）南部地域拠点防災コミュニティ施設の建設と
地域防災拠点を中心とした地域防災力の強化
・市民の防災減災意識向上のための普及・啓発
・災害に強いインフラの整備・更新
・避難場所となる公共施設における防災機能の確保
・太陽光発電設備や蓄電池の導入による災害時でも途
絶えない電源の確保

・防災・減災教育
・防災設備の整備
・再生可能エネルギー・蓄電池の
導入



・公有地や駅前広場、公園、公益

施設等を活用したにぎわいの創

出

・官民連携による魅力あるコミュニ

ティ拠点の形成

・人や拠点をつなぐ地域ネットワー

クの構築

・拠点や地域資源をつなぐ、公共交

通網の維持

コンパクト

三郷市版スーパー・シティプロジェクト ～ふるさと三郷みんながほほえむまちづくり～

・公共施設で市民等が利用可能な通信
環境の整備
・電子申請の拡充等、行政手続きのデ
ジタル化による利便性の向上
・デジタル環境の変化で生じるデジタル
格差の解消
・都市計画情報等のインターネット上で
閲覧できるサービスの利便性向上

スマート

・(仮称)南部地域拠点防災コミュニティ
施設の建設と地域防災拠点を中心と
した地域防災力の強化

・市民の防災減災意識向上のための
普及・啓発
・災害に強いインフラの整備・更新
・避難場所となる公共施設における防災
機能の確保
・太陽光発電設備や蓄電池の導入によ
  る災害時でも途絶えない電源の確保

レジリエント(仮称)南部地域拠点防災
コミュニティ施設

主要拠点

におどり公園
(misato styleの開催)

地域防災力強化の取組み

におどり公園

(仮称)南部地域
拠点防災

コミュニティ施設



蓮田市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

蓮田市版スーパー・シティプロジェクト（中心市街地のウォーカブルまちづくり）

蓮田駅周辺地域

概
要

再開発事業による複合拠点を核とし、歩行者空間および憩いスペースをネットワーク化することに
より回遊性を高める。併せて、地元商店街との連携により賑わいを創出することにより、出歩きたく
なるまちなかづくりを進める。また、防災倉庫の拡充や地元商店街との連携により、災害時に備え
たまちづくりを進める。

課
題

・地域コミュニティの希薄化を見据えた官民連携による持続的な賑わいづくり
・中心市街地の活力の低下を見据えた最先端スマート技術の導入
・災害に強い市街地を形成するための大規模災害時へのリスク対応

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

・歩いて暮らせる
中心市街地の構築

長期
(10年)

・居心地が良く歩きたくなる歩行者空間・憩いスペースの創出
・道路空間を利用した賑わい創出、エリアマネジメント
・歩行者優先の交通規制
・公共交通のさらなる利便性の向上（新たな輸送サービスを含
む）
・まちの情報発信（案内看板等）
・生活拠点施設の再編・集約

・ウォーカブルなまちづくり
・商店街活性化
・エリアマネジメント
・ゾーン30
・地域交通の拡充

ス
マ
ー
ト

・スマート技術を活用した
移動、輸送の質向上

長期
(10年)

・街なかの回遊性向上を図る地域アプリの展開
・デジタルサイネージによる地域情報、災害情報の伝達
・ドローンによる災害物資の輸送
・3D都市モデル整備による災害リスクの可視化、防災教育へ
の活用
・自動運転技術

・まちづくりに活用できるスマート
技術全般

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

・災害に強い
中心市街地の構築

長期
(10年)

・EV、太陽光エネルギーからの災害時の電源確保
・災害時における生活物資の確保
・幹線道路の無電柱化、道路啓開用のスペース確保
・防災施設の整備

・民間連携によるEVからの給電、
太陽光発電及び蓄電池の設置
・自主防災組織、自治会、商店
街との連携
・無電柱化に係る低コスト手法



蓮田市版スーパー・シティプロジェクト（中心市街地のウォーカブルまちづくり）イメージ図

再開発ビル
（完成済）
・駅前行政センター
・子育て支援施設
・クッキングルーム
・クリニック
・リモートワークスペース
・防災倉庫

歩きやすい歩行者空間整備

歩行者憩いスペース
（ふれあいの森整備）

歩行者憩いスペース
（駅前トイレ）

商店街にぎわい事業

歩行者憩いスペース
（ポケットパーク）

★
防災倉庫

防災倉庫
★

★
防災倉庫

防災倉庫★

★
避難所

★
災害時受け入れ病院

（検討）
・太陽光、蓄電池の設置
・EV給電施設の設置
・デジタルサイネージ設置

（近隣公園）



坂戸市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

坂戸市版スーパー・シティプロジェクト【多世代が暮らし続けられるコンパクトなまちづくり】

市全域

概
要

人口減少と高齢化が見込まれる本市のまちづくりにおいて、利便性が高く、多世代の人で賑わう拠点づくりを進め
ている北坂戸地区を中心に、空き家や空き店舗を活用した地域の賑わい創出や、子育て世代の定住促進など、
多様な世代の人が集まる取組を進めることで、持続可能なまちづくりを目指す。

課
題

・人口減少等により、ＵＲ団地等の都市基盤が有効に利用されなくなっている。
・人口減少等に伴う大型商業施設や個人商店の撤退により、まちの賑わいが低下している。
・少子高齢化の進行、地縁的なつながりの希薄化により、地域の安全・安心の低下が危惧されている。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

多世代が暮らし続けら
れるコンパクトなまちづ
くり

長期
（10年）

・北坂戸駅前等の公的ストックを活用し、多世代交流
拠点を含む都市機能の集約
・どの世代も歩きたくなる健康回遊ネットワークの形成
・空き家や空き店舗、低未利用地等を活用した、地域
の賑わい創出や若者、子育て世代の定住促進

・駅周辺の整備

ス
マ
ー
ト

ＩＣＴ技術による市民の
利便性向上

中期
（5年）

・都市計画情報や各ハザードマップなどを参照できる
システム「e-マップさかど」の利用促進
・デジタルサイネージ等を活用した公共交通、災害、
観光、地域イベント等の情報発信
・スマート技術を活用した市民窓口サービスの向上

・デジタルサイネージの導
入・運用

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

大規模災害に備えた
地域における防災拠点
の機能強化と脱炭素
化の推進

中期
（5年）

・各拠点への太陽光発電システム、蓄電池及びＥＶ等
の整備
・各拠点への地域の特性を踏まえた防災機能の整備

・太陽光発電システム、蓄
電池等の導入・運用



凡例

行政界

市街化区域

居住誘導区域

中心拠点

生活拠点

国
道
4
0
7
号
線

コンパクト

坂戸市北坂戸地区まち・くらし再生事業

坂戸市版スーパー・シティプロジェクト【多世代が暮らし続けられるコンパクトなまちづくり】

レジリエント

EV充電スタンドの整備

【公共施設のEV充電施設】

スマート

都市計画情報や各ハザードマップなどを
参照できる地図情報サイトの利用促進

【坂戸市地図情報サイト e-マップさかど】

スマート技術による
市民窓口サービスの向上

令和元年度台風第19号により多くの住民が被害を受けた教訓を踏まえ、大規模災害

に対する強靭性を確保するため、各拠点において太陽光発電システムや蓄電池の整備な

ど、防災機能の強化を図ります。

人口減少と高齢化が見込まれる本市のまちづくりに

おいて、多世代の人で賑わう拠点づくりを進めている

北坂戸地区を中心に、空き家や空き店舗を活用した地

域の賑わい創出や、子育て世代の定住促進など、多様

な世代の人が集まる取組を進めることで、持続可能な

まちづくりを目指します。

【キャッシュレス決済】

地理的、空間的な制約の無いデジタル技術を活用することで

行政サービスや日常生活における利便性の向上を図ります。

【太陽光発電設置施設】

坂戸市役所坂戸市役所

蓄電池の整備



坂戸市版スーパー・シティプロジェクト【多世代が暮らし続けられるコンパクトなまちづくり】
坂戸市北坂戸地区まち・くらし再生事業イメージ

※ このイメージ図は坂戸市独自のイメージであり、関係者と調整により、変更となる場合があります。

健康回遊ネットワークの形成
高麗川ふるさと遊歩道
高麗川コミュニティパークとの連携

北坂戸地域
交流センター
北坂戸地域
交流センター

周辺地区との連携
北浅羽桜堤公園
住宅団地・工業団地
(にっさい花みず木)

都市公園用地への
多世代交流拠点の整備
民間事業者の参画による拠点整備

既存施設との機能分担
（児童センター、文化施設）

児童センター児童センター

文か施設折るも文化施設オルモ

拠点施設

（公共）

拠点施設

（民間）

賑わい広場

周辺地区との連携

周辺地区との連携
坂戸西スマートインター
工業団地(西インター)

県道 (川越坂戸毛呂山線)

小学校跡地への都市公園の整備
防災機能の強化

健康回遊ネットワークの拠点整備

商業施設
（閉店）
商業施設
（閉店）

鉄道駅周辺への
都市機能の集約による
コンパクトシティの推進

民間事業者等との連携
・地域の活性化につながる子育て世代の入居促進
・駅周辺及び地区幹線道路への商業・業務機能の立地

定住促進
UR都市機構の『UR賃貸住宅ストック活用・再生ビジョン』
に掲げる施策と連携して取り組む

商業施設
（開店予定）
商業施設

東
武
東
上
線

東
武
東
上
線

市道第3841号路線
に右折帯を整備



幸手市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

幸手市版スーパー・シティプロジェクト

市全域

概
要

まちの将来像である『みんなでつくる 幸せを手にするまち 幸手』の実現に向けて、市民と行政の協働によりとも
にまちづくりを考え、実践することで、子どもから高齢者までのだれもが活躍し、笑顔で暮らし続けられる、幸せを
手にするまちの実現を目指す。

課
題

・若い世代の転出抑制・転入促進
・公共交通の利便性の確保
・社会環境の変化や市民ニーズの多様化への対応
・災害に強いまちづくりへの取組のさらなる強化

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

みんなが住み続けた
いと思えるまちづくり
の推進

中長期
(5～10年)

・魅力ある多様な都市機能を集積した拠点
の形成（商業、行政、医療・福祉など）
・新たに生み出される調整池などの施設の
有効活用（スポーツパークなど）

・３空き（空き家、空き地、空き店
舗）等の活用
・調整池などの施設の有効活用

ス
マ
ー
ト

だれもが豊かな暮ら
しを実現できるまちづ
くりの推進

中長期
(5～10年)

・持続可能な公共交通ネットワークの確保
・デジタル技術を活用した行政サービスの利
便性向上

・企業と連携した企業通勤バスの
活用
・電動自転車の導入及びステー
ションの設置

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に強いまちづくり
の推進

中長期
(5～10年)

・災害時の一時避難施設の確保（垂直避難
や電源確保など）
・災害時の協力体制の構築及び帰宅困難
者・避難者対策

・災害時における一時避難施設と
しての受け入れ
・災害時の体制構築



道の駅検討

幸手市版スーパー・シティプロジェクト

産業拠点・道の駅検討エリア

  ● 新たに生み出される調整池などの施設の有効活用

  ● 災害時の一時避難施設の確保
レジリエント

コンパクト

中心拠点エリア

  ● 魅力ある多様な都市機能を集積した拠点の形成

市全域

  
  ● 持続可能な公共交通ネットワークの確保
  ● デジタル技術を活用した行政サービス

の利便性向上

  ● 災害時の協力体制の構築及び帰宅困難
者・避難者対策

スマート

レジリエント

幸手
IC

幸手市役所 工業団地を活用した一時避難
施設イメージ

（出典：国土交通省）

道の駅との連携イメージ
（出典：国土交通省）

調整池の利活用例（出典：静岡県）

働く場や交流の場の整備例
（出典：埼玉県）

企業バスとの連携例
（出典：湖西市）

電動自転車の導入及び
ステーションの設置
（出典：国土交通省）

官民連携による避難訓練・図上訓練例
（出典：内閣府・国土交通省）

凡例

市街化区域

首都圏中央連絡自動車道

都市計画道路

都市計画道路（現道なし）

その他主要道路

コンパクト

中心拠点

産業拠点

幸手駅周辺



鶴ヶ島市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

鶴ヶ島版スーパーシティプロジェクト ～歩いて行ける市民センターを拠点としたまちづくり～

市全域

概
要

・本市には、地域の拠点施設である市民センターが６館あり、そのいずれにも図書館分室が併設されている。この特性を生かし、市内６か所にある市民センターを拠点として、活
力にあふれるまちづくりをさらに推進するため、図書館分室のスマート化をはじめとした拠点機能の充実を図る。

課
題

・更新時期の集中する公共施設の更新、再構成 ⇒ ICT活用による図書館分室の機能転換 【スマート技術を活用した住民利便性の向上】

（中央図書館へ行かなくても、徒歩で通える図書館分室で充実した図書サービスを受けられるようにする）
・急速に進む高齢化などにより、高齢者の単身世帯や高齢者夫婦のみ世帯が増加。孤立や地域活力の低下 ⇒ 市民センターを活用した取組、地域コミュニティの充実 【地域の
拠点機能の充実】

・災害の激甚化 ⇒ それらの取組を推進するために必要な施設改修 【地域の拠点機能の充実・スマート技術を活用した住民利便性の向上・地域レジリエンスと地域脱炭素化の推進】

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地域の拠点機能の充実
長期

（R6～）

・地域福祉、健康づくりなどの推進
市民に身近な地域の拠点施設である市民センターを活用し、地域活動、地域福祉、

健康づくりなどの様々な分野の事業展開を図る。（「包括的支援体制」や「健康づくり
を支える仕組み」の整備など）

・地域コミュニティの充実
自治会や地域支え合い協議会などの様々な団体のつながりを促進し、 地域の課

題の解決に向けた取組を支援することにより、地域活力の維持向上を図る。

・鶴ヶ島駅周辺地区まちづくりの推進
・市内企業との官民連携事業による公園の再整備
・公共施設再編による交流拠点整備
・駅と拠点間の道路・歩行者空間の整備、憩いスペースの創出

・公共施設再編
・包括的支援体制の整備
・健康づくり

ス
マ
ー
ト

スマート技術を活用した住民利便
性の向上

中期
（R7～）

・スマート技術を活用した図書館運営の見直し（スマート図書館への転換）
ICT活用による図書館分室（各市民センターに併設・６室）のスマート化を図る。

・バスロケーションシステムのデータ活用
バスロケーションシステム（導入済み）のデータをつるバス・つるワゴンのルート・ダ

イヤ見直しなどに活用する。

・図書館運営の見直し
・公共交通

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

地域レジリエンスと地域脱炭素化
の推進

長期
（R5～）

・避難所などへの太陽光発電及び蓄電池の整備
災害時の強靭性向上及び地域の脱炭素化を同時に推し進めるため、避難所となる

学校や市民センターなどへの太陽光発電設備及び蓄電池の整備を進める。
また、災害時に電気自動車（EV）を蓄電池として利用できるよう、V2Hシステムの活

用を図る。

・脱炭素の取組
・太陽光発電及び蓄電池
（EVを含む）の整備・活用

1



庁舎

（参考）図書館及び市民センターについて

【図書館の現状】

《図書館の配置（中央図書館、若葉駅前カウンター、分室）》 《市民センターの配置》

庁舎

【市民センターの特徴】
・少子高齢化による様々な地域課題を、地域で解決できる体制・仕組みを構築す
るため、市内６か所に市民センターを設置（H27年度に公民館を改編して設置）

・居住誘導区域内（又は同区域の近く）にあり、多くの市民が徒歩でアクセス可能

・児童館や図書館分室を併設している。特に、図書館分室は全ての市民センターに
併設しており、配架・閲覧のために広いスペースを有する

蔵書 人員 場所

中央図書館
○

（多い）

○
（多い）

×
(誘導区域の外)

分室[6館]
×

（少ない）
×

（少ない）
○

(誘導区域の近く)

ICT活用により分室機能を充実
↓

中央図書館へ行かなくても、それぞれの分室で同等のサービスを提供
↓

歩いて行ける身近な市民センターで、充実した図書館サービスが受けられるまちへ

2



（参考）鶴ヶ島市立地適正化計画で設定している居住誘導区域

中央図書館

西市民センター
（図書館西分室）

北市民センター
（図書館北分室）

大橋市民センター
（図書館大橋分室）

東市民センター
（図書館東分室）

富士見市民センター
（図書館富士見分室）

≪参考：市内６センターの所在地≫
東市民センター（五味ヶ谷202番地）
南市民センター（鶴ヶ丘375番地１）
北市民センター（脚折2171番地１）
富士見市民センター（富士見五丁目11番１号）
大橋市民センター（太田ヶ谷883番地）
西市民センター（新町四丁目17番地８）

3

南市民センター
（図書館南分室）

「鶴ヶ島駅周辺地区」の対象エリア
（都市機能誘導区域及びその周辺エリア）



日高市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

日高市版スーパー・シティ構想

市全域

概
要

• 歩いて暮らせるまちづくりを進めるとともに、地域の人と人とのふれあいの中で「健幸」を実感し、
誰もが安心して住み続けられる「ふれあい清流文化都市」を実現する

• ゼロカーボンシティ共同宣言に基づき、再生可能エネルギーの利用・促進に取り組むとともに、
防災訓練等の実施による防災意識の高揚を図る

課
題

• 人口減少・少子高齢化に伴う地域の活力や賑わいの低下
• 多様化・複雑化する地域課題や高度化する住民ニーズへの対応
• 東日本大震災や令和元年東日本台風など激甚化・頻発化する自然災害への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

ウォーカブルなまちづ
くりと地域活力の向上

長期
(10年)

・高麗川駅東口開設による市街地の利便性向上と賑わ
いの創出
・旭ケ丘松の台土地区画整理事業による職住近接とな
る産業用地を主とした街並みの整備
・「遠足の聖地日高」、水辺deベンチャーチャレンジなど
を基軸とした観光拠点の整備
・地域での支えあい活動やコミュニティー活動の地域拠
点の整備
・高齢者等の移動困難者への支援

・賑わい創出のための
施設

ス
マ
ー
ト

先端技術を活用した
住民サービスの向上

長期
(10年)

・ICTやＤＸの推進等による住民サービスの向上
・デジタル技術等を活用した健康増進事業
・デジタルサイネージを活用した観光情報や災害情報
の発信
・防災におけるICTの活用

・地域住民向けアプリ
・デジタルサイネージ

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

自然災害に対する防
災力の強化

長期
(10年)

・学校等の避難場所への再生可能エネルギーの導入
・職住近接となる高萩北部エリアにおける災害時の電
源確保
・災害時の復旧拠点となる市役所等におけるEV、蓄電
池、電源供給スポットの導入
・防災、減災となる訓練の実施

・蓄電池、太陽光発電
・再生可能エネルギー
・ESCO事業



【観光エリア】
・「遠足の聖地日高」、水辺deベンチャー
チャレンジなどを基軸とした観光拠点の整備

日高市版スーパー・シティ構想 イメージ

【高麗川エリア】
・高麗川駅東口の開設による市街地の利便性向上と
賑わいの創出

・災害時の復旧拠点となる市役
所等におけるＥＶ、蓄電池、
電源供給スポットの導入

・デジタルサイネージを活用し
た観光情報や災害情報の発信

【高萩北部エリア】
・旭ケ丘松の台土地区画整理事業に
よる職住近接となる産業用地を主
とした街並みの整備

・職住近接となる高萩北部エリアに
おける災害時の電源確保

【全域】
・地域での支えあい活動やコミュニティー活動の地域拠点の整備
・高齢者等の移動困難者への支援
・ICTやＤＸの推進等による住民サービスの向上
・デジタル技術等を活用した健康増進事業
・防災におけるICTの活用
・学校等の避難場所への再生可能エネルギーの導入
・防災、減災となる訓練の実施



吉川市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

吉川市版スーパー・シティプロジェクト

市全域

概
要

都市機能が充実したにぎわい交流拠点（吉川駅・吉川美南駅）や、まちの中枢となるコミュニティ交流拠点（市役所
周辺）など、コンパクトな都市づくりと連携した公共交通やスマート技術の活用等により市内をつなぎ、生活利便性
を向上させるとともに、地域の減災力向上等にも取り組むことで、市民一人ひとりの幸福実感が向上する持続可
能なまちづくりを目指す。

課
題

○ 秩序ある土地利用の誘導や地域の特色を活かした都市拠点の形成
○ デジタルデバイド等に考慮したDXの推進
○ 激甚化している水害や切迫する地震災害への対応

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

多様な都市機能が充
実したコンパクトな市街
地の形成

長期
（10年）

・吉川美南駅周辺地区における、複合多機能都市
の実現
・吉川駅周辺地区における都市機能の充実
・市役所等を中心とするエリアにおける、市民・地
域・行政の交流を深めるまちづくりの推進

・駅周辺整備
・複合施設整備
・産業施設の立地誘導

ス
マ
ー
ト

誰一人取り残さない、
人に優しいデジタル化
社会の実現

長期
（10年）

・AI・IoT等の新技術を活用した新たな公共交通の
導入
・行政手続きのオンライン化などによる市民の利便
性の向上

・交通手段等の充実
・スマート技術の活用

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に対して強くしな
やかに対応できるまち
づくり

長期
（10年）

・災害時のエネルギー確保の観点も含めた減災対
策からの取組
・再生可能エネルギーの活用推進
・減災プロジェクト等の実施による地域の減災力向
上

・再生可能エネルギーの
活用
・発災時における市との
協働体制の構築



吉川市版スーパー・シティプロジェクト

• 吉川美南駅周辺地区にお
ける、複合多機能都市の
実現

• 吉川駅周辺地区における
都市機能の充実

• 市役所等を中心とするエリ
アにおける、市民・地域・
行政の交流を深めるまち
づくりの推進

コンパクト

• AI・IoT等の新技術を活用
した新たな公共交通の導
入

• 行政手続きのオンライン
化などによる市民の利便
性の向上

スマート

• 災害時のエネルギー確保
の観点も含めた減災対策
からの取組

• 再生可能エネルギーの活
用推進

• 減災プロジェクト等の実施
による地域の減災力向上

レジリエント
吉川駅

吉川美南駅

市役所等を中心とするエリア

東埼玉道路

吉川美南駅

減災プロジェクトの取組

出典：国土交通省「国土交通白書2021」



ふじみ野市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

ふじみ野市版スーパーシティ構想

市全域

概
要
ふじみ野市東西にある文化施設を中心とした人と人とがつながる場の提供とデジタル技術を活用し
た行政サービスの質の向上と効率化を行う。また、環境に配慮し、災害に強いまちを目指す。

課
題

・高齢化の進展に伴う地域のコミュニティ力、商店街の活力の低下。
・一部施設では太陽光パネルを活用しているが、災害発生時に拠点となる施設へのエネルギー供給が難しい。
・デジタル技術の活用に関するノウハウの不足とDX人材の不足、市民サービスへの対応。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

駅前や公共施設の整
備に付随した地域コ
ミュニティの醸成

中期
（５年）

・文化施設整備に伴う人と人とのつながりづくりの
場の提供
・上福岡駅東口駅前整備に伴う商店街の空き店舗
を活用したにぎわいの創出の検討

・コミュニティ醸成
・商店街活性化
・創業支援
・空き店舗活用

ス
マ
ー
ト

デジタルを活用した利
便性の向上とデータ利
活用による市民サービ
スの提供

中期
（５年）

・市民の利便性向上を目的とした施設利用料金の
キャッシュレス決済等オンライン手続きに関するデ
ジタル技術の導入検討
・市民サービス拡充に向け、デジタル市役所の開
設を検討し、窓口業務等の業務量調査を行い、市
民にとって利用しやすい申請窓口等の検討
・市内循環ワゴン、マルチモビリティ等の利用により
蓄積された人流に関するデータを活用し、公共交
通の最適化を検討

・DX
・データ利活用
・AI

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に対するレジリエ
ント性を強化した安全・
安心なまちづくり

中期
（５年）

・文化施設等の市内公共施設整備に合わせ、太陽
光パネルの設置の検討
・太陽光等で発電し、貯蓄した電力（EV車等）を地
震等の非常時に融通することや調整池等整備によ
る水害時における地域のレジリエント性向上

・蓄電池
・太陽光発電
・再生可能エネルギー
・ＥＶカーシェア



ステラ・ウェスト
（西文化施設）

ふじみ野市版スーパーシティプロジェクト取組イメージ

ステラ・イースト
（東文化施設）

概
要

ふじみ野市東西にある文化施設の整備に伴う、人と人とがつながる場の提供とデジタ
ルを活用した行政サービスの質の向上と効率化を行う。また、環境に配慮し、災害に強
いまちを目指す。

人流データの
積み上げ・データ

利活用
↓

公共交通の最適化

文化施設・事業によるにぎわいの創出

デジタル技術の活用・デジタル市役所の開設⇒市民サービスの拡充・利便性向上

公共施設への太陽光パネルの
設置・EV車等を活用した災害
時の電力供給

スマート

レジリエント

コンパクト

スマート

ステラ・イースト
ステラ・ウェスト
※完成予想図

商店街の空き店舗を活用したにぎわいの創出



白岡市

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

新白岡スーパー・シティプロジェクト － 新白岡2.0 －

新白岡駅周辺地域

概
要
新白岡駅周辺地域を将来にわたって持続的に発展させるため、先進的な制度の導入や先端技術
の実装などにより、「まちの価値」を向上させる新たなまちづくりを行う。

課
題

・人口減少や少子高齢化が進む中で、住民主体の地域に根差したまちづくりが求められている。
・デジタル技術やAI技術の実装により、豊かな暮らしが実感できるまちづくりが求められている。
・様々な危機に対応できる強いまちづくりが求められている。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

エリアマネジメントで
まちづくり

長期
（１０年）

・必要な都市機能を誘導し、利便性・快適性を備
えた拠点の形成
・住民主体型エリアマネジメントの導入

・まちづくりへの参画

ス
マ
ー
ト
地域DXでゆとり生活

長期
（１０年）

・ヒト・モノ・情報をICTでつなげるスマートタウンの
形成

オンデマンド交通「のりあい交通」の充実・強化
スマートメーターシステムの構築などによる地域DX
の推進

・先進的なデジタル技術
の実装
・先進的なAI技術の実装

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

地域の“力”で安心安全
長期
（１０年）

・地域自治組織活動の支援による防災力強化
・公共施設への太陽光発電設備や蓄電池の設置、
ガスコージェネレーションの導入等によるエネル
ギーセキュリティの向上

・太陽光発電
・蓄電池
・ガスコージェネレーショ
ンシステムの導入支援



新白岡駅周辺地域の拡大図

新白岡スーパー・シティプロジェクト － 新白岡2.0 －

出典：都市計画基礎調査

新白岡駅周辺地域を将来に
わたって持続的に発展させ
るため、住民主体型エリア
マネジメントの導入やデジ
タル技術の実装などにより、
「まちの価値」を向上させ
る新たなまちづくりを行う。

白岡東小

勤労者体育
センター

老人福祉
センター

新白岡駅

白岡高等
学校

：市街化区域



伊奈町
埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

伊奈町版スーパー・シティプロジェクト ～日本一住んでみたいまちを目指して～

概
要

コンパクトなまちを目指すため、既存のにぎわい拠点であるバラ園や伊奈氏屋敷跡に加えて、役
場新庁舎及び志久駅周辺等に新たなにぎわい拠点を創出する。また、先端技術の活用により、全
ての住民と来町者の利便性を高めるとともに、持続可能で災害に強いまちづくりを推進する。

課
題

・将来的な町の人口減少に備えた対策 ・従来型コミュニティの希薄化
・高齢化の進展等に伴う交通弱者への支援 ・激甚化する災害に備えた体制の整備
・公共施設の老朽化や耐震性不足

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

コンパクトなにぎわ
い拠点の創出とコ
ミュニティの活性化

中期
～長期
（５～
10年）

・役場新庁舎に図書館等の公共施設を集約・複合化し、
町のにぎわい拠点を創出する
・学校・病院・企業の立地が進む志久駅周辺等の利便性
を向上させ、駅周辺を核としたにぎわい拠点を創出する
・空き家や空き店舗等の流通性を高めて、ワーキングス
ペースの整備など建物の有効活用を図り、町やコミュニ
ティににぎわいを創出する

・新庁舎建設・活用に
係る技術提案
・事業者による営業施
設
・空き家等の活用支援

ス
マ
ー
ト

先端技術の活用に
よるスマートなまち
づくりの実現

中期
～長期
（５～
10年）

・スマートモビリティの活用により移動手段を充実させて、
にぎわい拠点と駅間など、町内での回遊性を高める
・リモート窓口を町の北部と南部に設置し、役場庁舎へ
の来庁が困難な方への相談支援体制の充実を図る

・電動シェアサイクル等
のスマートモビリティの
導入支援
・リモート窓口の導入
支援

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に強いまちづく
りの強化

中期
～長期
（５～
10年）

・役場新庁舎等に太陽光発電や蓄電池、EV等を整備し、
災害時でも途絶えない電源を確保する
・気象観測装置や水位計、震度計等に係るGISデータの
公開により災害への備えを強化する
・官民連携等の活用により災害情報の発信を充実させる

・太陽光発電等の再生
可能エネルギーの導
入支援
・災害情報等の発信技
術の提供

町全域



中心拠点・町役場
（新庁舎整備予定）

伊奈町版スーパー・シティプロジェクト ～日本一住んでみたいまちを目指して～

【コンパクト】
・空き家や空き店舗等の
有効活用
【スマート】
・太陽光発電を利用した電
動シェアサイクル等の導入
【レジリエント】
・気象観測装置等に係る
GISデータの活用、災害
情報の発信強化（防災情
報サービス用屋内型専用
端末）

エリア全体

【コンパクト】
・役場新庁舎への公共施設の集約
・志久駅、伊奈中央駅周辺等を核としたにぎわ
い拠点の創出
【レジリエント】
・役場新庁舎等における電源確保

中部エリア

【スマート】
・リモート窓口の設置

北部・南部エリア

○役場新庁舎及び志久駅周辺等におけるにぎわい拠点の創出
○先端技術の活用による持続可能で災害に強いまちづくりの実現

地域活性化エリア

伊奈氏屋敷跡

バラ園

南部エリア

中部エリア

北部エリア



三芳町
埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

三芳町版スーパー・シティ構想

町全域

概
要

歴史、文化、自然、産業等を活かした持続可能なまちづくりを実現するため、未来創造拠点の整備、各エリアとの交通網の形成、災
害時ネットワークの構築、カーボンニュートラル関連技術の活用などによる“三芳町独自のコンパクトでスマートなまちづくり”を推進
する。

課
題

・人口減少・高齢化の進展
・地域コミュニティの衰退
・拠点を結ぶ移動手段の整備

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地域資源と拠点をつなぐ
魅力あるコンパクトシティ

中・長期
（5～10
年）

・学校、公共施設を複合化し、地域住民が集う未来創
造拠点の整備
・地域資源（公園・緑地・農業遺産等）と道路環境（街
路緑化含む）の整備による地域間交流による拠点での
賑わい創出
・三芳スマートIC周辺における農と人との交流による賑
わいの創出

・拠点整備、維持管理
・地域資源の活用

ス
マ
ー
ト

次世代技術の活用や官
民連携によるスマートなま
ちづくり

中期
（5年）

・拠点・地域資源をつなぐ、公共交通網の充実、シェア
サイクル等の新たな移動手段の創出
・DX促進による手続きのオンライン化や移動しなくても
実現できるサービスの促進により、ムーブレスで暮らし
やすい生活の実現

・シェアサイクル
・新たな移動手段
・DX

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

安心・安全で持続可能な
まちづくり

中・長期
（5～10
年）

・再生可能エネルギーによる防災機能を有した災害時
受援拠点の整備
・災害時受援拠点と拠点間を結ぶ、官民連携による災
害ネットワークの構築
・未来創造拠点を中心とする防災・防犯機能の充実
・EVの避難所活用

・再生可能エネルギー
・EV活用
・災害時運搬
・防犯技術



対象地域の位置及び区域

観光拠点エリア

農業遺産エリア

文化行政拠点エリア

都市誘導エリア

住居誘導エリア

<エリア全体>
・EV、電動シェアサイクルの導入
・EVからの電力供給等。
・再生エネルギー導入

≪観光拠点及び農業遺産≫
・地域住民等の新たな移動手段をEV
やシェアサイクル導入により確保。
・三芳ＰＡと連携した防災機能の強化。
・太陽光発電設備等の再生可能エネ
ルギーによる発電と供給

≪未来創造拠点≫
・学校・公共施設の複合化し、地域住
民が集う拠点整備
・必要な都市機能の誘導
・地域住民等移動の利便性向上
・EVからの電力供給等
・住民サービスの向上のためＤＸ推進
・防犯対策
・ウオーカブルなまちづくり

≪文化行政拠点≫
・健康づくり
・緑化対策
・ウオーカブルなまちづくり

・住民サービスの向上のためのＤＸ推進

≪職住接近エリア≫
・都市活力の強化
・雇用拡大
・新規優良企業の誘致
・通勤等移動の利便性向上



毛呂山町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

毛呂山町版スーパーシティ構想

町内全域

概
要
ヒトのスマート化による「暮らし・産業の高度化」を通じた町民一人一人に寄り添う“Well-Being（幸福
度）の向上” ～地域活性化とスマート技術による利便性の向上～

課
題

・人口減少・高齢化の進行 ・中心市街地の空洞化への懸念
・ポストコロナに順応した地域経済循環を創出できていないこと
・厳しい財政状況により行政主導型構造改革が困難なこと
・近年の大型災害頻度の増加に対する、町の特性に適応した有事の備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

・都市公園・空き家空き店舗
を拠点とした地域の交流及
び活性化

中期
(2025年)

・都市公園における地域の交流及び活性化拠点
の形成
・空き家・空き店舗の除却・利活用などにより、町
内外から人々が集う地域活性化拠点を形成しポ
ストコロナに順応した地域経済循環を生み出す
※都市公園、空き家・空き店舗の位置は別添地図参照

・新しい視点で取組む都市公園活
性化（P-PFI等）
※公園活用、情報発信・広報など

ス
マ
ー
ト

ヒトのスマート化を通じた安
全安心の持続可能なまちづく
り

中期
(2025年)

・スマート農業による遊休農地の活用及び町内
産業の活性化（コンパクトとのリンク）
・自動運転技術やオンデマンド交通等の新たな
モビリティ等による町内ネットワークの強化
・3D都市モデルを活用しヒトやモノの動き（交通
流量、交通危険箇所、災害発⽣時の避難⾏
動データ等）を可視化

・IT農業関連
・自動運転技術やオンデマンド交
通等の交通ネットワーク関連技術
・都市OS ・3D都市モデル（各種セ
ンサー等を含む）
・その他地域課題解決に向けた新
技術

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害被害に対するレジリエン
トの強化

長期
(2030年)

・再生可能エネルギーや蓄電池により日常利用
と被災停電時非常利用可能な電力分散自律化
・町内公共施設における太陽光と蓄電池の設置
によるエネルギーセキュリティの向上
・災害時におけるケーブルテレビを活用した情報
発信による安全安心の確保

・蓄電池 ・太陽光発電
・再生可能エネルギー
・各種センサー等（水位、防犯カメ
ラ等）



道路河川見守りカメラは越辺川や毛呂川、他水路に設置
太陽光発電は町内公共施設敷地内に設置検討

武州長瀬駅周辺 拡大図



埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

越生版スーパー・シティプロジェクト ～みどりとせせらぎのまち 越生～

概
要

人口減少に対応したコンパクトで効率的な都市形成と越生梅林や黒山三滝などの豊かな自然を活かした歩いて
楽しい健康づくりの「ハイキングのまち」を推進する。また災害に強く、地域コミュニティに活力のある、町民が安心
して元気に住み続けられるまちづくりを目指す。

課
題

・少子化・若年世代の町外流出とそれに伴う地域経済の縮小
・公共交通機能の確保
・激甚化、頻発化する自然災害への備え
・福祉・医療分野におけるニーズの多様化への対応

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

「健康」「生きがい」「賑
わい」が歩いて繋がる
まち

長期
(10年)

・「道灌おもてなしプラザ」や「うめその梅の駅」など
を拠点とした歩いて楽しい「ハイキングのまち」を
推進し、賑わいの創出と健康づくりを支援
・駅を拠点としたまちなかの活性化と賑わいの創出
・創業者支援や空き家、空き店舗の利活用などに
よる、産業振興と移住・定住の促進

・地域資源を活用した賑わいの
  創出
・空き家・空き店舗の利活用

ス
マ
ー
ト

スマート技術を活用し
た、住んで快適・訪れ
て魅力的なまち

長期
(10年)

・「越生べに梅」などの地域資源とスマート技術の
融合による農業振興やまちの魅力アップ
・既存公共交通の有効活用とスマートモビリティを
活用した公共交通ネットワークの構築 
・官民連携による移動販売車を活用したオンライン
健康相談の導入

・移動販売車の導入
・スマートモビリティの導入
・デジタルサイネージ等の情報発
信機器、アプリ等の情報発信
ツールの活用

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

安心して住み続けられ
る災害に強いまち

長期
(10年)

・電気自動車や再生可能エネルギーの導入による
災害時の電力供給環境の整備
・河川監視カメラの設置による迅速な情報提供
・地域コミュニティを通じた防災・減災の取り組みの
推進
・こどもの居場所等の充実による地域の多世代交
流、支え合いの推進

・EV、EV充電設備の導入
・河川監視カメラの導入
・こどもの居場所ネットワークの
構築

越生町 町全域



・「越生べに梅」などの地域資源とスマート技術の融合
  による農業振興やまちの魅力アップ
・既存公共交通の有効活用とスマートモビリティを活用
  した公共交通ネットワークの構築 
・官民連携による移動販売車を活用したオンライン健康
  相談の導入

越生版スーパー・シティプロジェクト ～みどりとせせらぎのまち 越生～

ス
マ
ー
ト

コ
ン
パ
ク
ト

・「道灌おもてなしプラザ」や「うめその梅の駅」などを拠点と
  した歩いて楽しい「ハイキングのまち」を推進し、賑わいの創
  出と健康づくりを支援

・駅を拠点としたまちなかの活性化と賑わいの創出
・創業者支援や空き家、空き店舗の利活用などによる、産業振興
  と移住・定住の促進

・電気自動車や再生可能エネルギーの導入による災害時の電力
  供給環境の整備
・河川監視カメラの設置による迅速な情報提供
・地域コミュニティを通じた防災・減災の取り組みの推進

・こどもの居場所等の充実による地域の多世代交流、支え合い
  の推進

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

▲越生駅西口「道灌おもてなしプラザ」 ▲空き家バンク制度のイメージ
▲防災訓練の様子

▲移動販売車のイメージ▲梅の選果の様子



滑川町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

滑川町版スーパー・シティプロジェクト
～住んでよかった 生まれてよかった まちへ 住まいるタウン滑川～

町全域

概
要

交流にぎわい拠点である各駅（森林公園駅・つきのわ駅）周辺と福祉施設や社会体育施設などの必要な機能が集
約した役場周辺を中心として、都市機能と自然とが調和した暮らしやすいまちづくりを進め、「住まいるタウン滑川」
の実現を目指す。

課
題

・人口増加の維持、多世代が暮らしやすい生活環境の創出
・利便性の高い住民サービスの需要への対応
・脱炭素社会を実現し、災害時における持続可能なエネルギー供給体制の整備

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

都市機能の集約による
にぎわい拠点とふれあ
い拠点の形成

長期
（10年）

・各駅周辺における、にぎわいを創出するた
めのイベント開催や施設等の立地誘導
・町役場周辺における、福祉・ふれあい機能
の強化

・駅周辺のにぎわい創出

ス
マ
ー
ト

スマート技術を活用し
た生活利便性の向上

中期
（５年）

・情報発信ツール等を活用した災害情報、
暮らしの情報等、町の魅力の発信
・町内の交通利便性を向上させるため、ICT
やAIを活用したデマンド交通等、移動手段
の充実

・住民向けの情報発信
・ICTやAIを活用したデマン
ド交通

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

安全で安心な生活を守
る住環境の形成

中期
（５年）

・公共施設等における、再生可能エネル
ギー設備及び蓄電池の整備
・官民連携による移動販売車を活用した安
心できる生活環境の提供及び地域交流の
場の創出

・再生可能エネルギー設備・
蓄電池の導入



滑川町版スーパー・シティプロジェクト
～住んでよかった 生まれてよかった まちへ 住まいるタウン滑川～

・各駅周辺における、にぎわいを創出するため

のイベント開催や施設等の立地誘導

・町役場周辺における、福祉・ふれあい機能

の強化

・情報発信ツール等を活用した災害情報、

暮らしの情報等、町の魅力の発信

・町内の交通利便性を向上させるため、

ICTやAIを活用したデマンド交通等、移動手

段の充実

・公共施設等における、再生可能エネルギー

設備及び蓄電池の整備

・官民連携による移動販売車を活用した安心で

きる生活環境の提供及び地域交流の場の創出

コンパクト スマート レジリエント

＜凡例＞

町内全域

再生可能エネルギーを活用した
EV充電スタンド

行政エリア

各駅周辺

町役場周辺における
福祉・ふれあい機能強化

にぎわいの創出

移動販売移動手段の充実



嵐山町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

嵐山町版スーパー・シティプロジェクト ～暮らしの中に幸せを感じられる瞬間を～

概
要

幸せを感じられる瞬間の積み重ねにより、住んでよかったと思えるまちを目指す。
・町内各地のにぎわい創出による、「ひと」同士の交わりの中で居場所を感じる幸せ。
・IT等による利便性等の向上や防災・減災機能の強化により、安心した「くらし」を送れる幸せ。

課
題

・人口減少、少子高齢化等による都市の空洞化、都市機能の低下及びコミュニティ・地域見守り機能の低下
・空き家・空き店舗・耕作放棄地等の増加
・公共交通の確保
・頻発する災害に対応した持続可能な防災インフラの確保

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

駅周辺や地域の交流拠点を中
心とした、にぎわいの創出

中長期
（5年～10
年）

・学校再編に伴う町の教育機能の集約、再編後の
学校跡地活用による町民の生活満足度・利便性の
向上
・空き家・空き店舗のリノベーション及び地域の交
流拠点の整備によるにぎわいの創出

・学校跡地活用
・地域活性化のための人材育成

ス
マ
ー
ト

IT等を活用した、生産性・安全
性・利便性等の向上

中長期
（5年～10
年）

・ドローン等の最新技術を活用したスマート農業の
拡大
・IT等を活用した地域見守りシステム、電子自治体
及び公共交通システム等の構築
・ICカード等を活用した公共施設の利用促進

・スマート農業技術
・自治体DX
・新たな公共交通システムの検
討、実証実験

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

防災・減災機能及び災害対応
力の強化

中長期
（5年～10
年）

・道路等の公共施設の耐震性の確保や防災機能
整備による社会基盤の強靭化
・公共施設等における再生可能エネルギーの導入
及び蓄電池等の整備

・衛星電話の設置
・再生可能エネルギーの導入
・蓄電池の整備

町全域



嵐山町版スーパー・シティプロジェクト ～暮らしの中に幸せを感じられる瞬間を～

コンパクト

・学校再編による跡地活用
・空き家・空き店舗対策 など

レジリエント

※学校再編後のイメージ図です。

・道路等の公共施設耐震化
・防災機能整備
・再エネ導入・蓄電池整備 など

嵐山町マスコットキャラクターむさし嵐丸

第６次嵐山町総合振興計画より

スマート

第２次嵐山町都市計画マスタープランより

・スマート農業の拡大
・IT等を活用した、公共交通シ

ステムの構築や地域見守り、
公共施設の管理 など

武蔵嵐山駅

嵐山町役場

ふれあい交流
センター

嵐山小川IC

北部交流センター

新校建設予定地



小川町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

小川町版スーパー・シティプロジェクト～安心・安全な暮らしの実現～

都市機能誘導区域及び道の駅周辺地域

概
要
町内の３つの都市機能誘導区域と道の駅及びその周辺の整備を図ると共に、ゼロカーボンシティ
宣言をした町として二酸化炭素排出量削減を目指す。

課
題

・地域住民の高齢化と空き家・空き店舗の増加
・観光拠点や地域住民の交流の場としての道の駅及びその周辺の魅力向上
・避難所等への災害停電時の電力供給

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地域の魅力を感じられ
ると共に、利便性が高
い市街地の形成

短期
（３年）
中期
（５年）

・東小川住宅団地内の学校跡地へ必
要な都市機能を誘導し、地域住民が
集う拠点を整備
・道の駅の再整備と水辺deベンチャー
チャレンジとの連携による道の駅から
川辺へと続く遊歩道の整備

・スーパーマーケット等
・キッチンカーやカフェな
ど営業施設

ス
マ
ー
ト

ICT技術を活用した安
心・安全な暮らしと脱炭
素を目指した移動の確
保

短期
（３年）
中期
（５年）

・ICT技術の活用による介護サービス
や見守りサービスの提供
・地域住民等の新たな移動手段をEV
や非接触型充電機能付き電動アシス
ト自転車により確保

・介護福祉系
・EVシェア ・EV充電器
・シェアサイクル

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害停電時の避難所の
電源の確保

中期
（５年）
長期
（10年）

・EVからの電力供給
・道の駅の防災機能の強化
・太陽光発電設備等の再生可能エネ
ルギーによる発電と供給

・EVシェア ・EV充電器
・蓄電池 ・太陽光発電
・再生可能エネルギー



みどりが丘拠点

中心拠点
東小川拠点

道の駅周辺と
水辺deベンチャー
地域

小川町版スーパー・シティプロジェクト
～安心・安全な暮らしの実現～

概
要

半径２㎞圏内に３つの都市機能誘導区域と道の駅及びその周辺の整備を図ると共に、ゼロカーボン
シティ宣言をした町として二酸化炭素排出量削減を目指す。

≪東小川拠点≫
・団地内の学校跡地へ必要な都市機能を誘導し、
地域住民が集う拠点を整備。
・ICT技術の活用による介護サービスや見守り
サービスの提供。
・EVからの電力供給 等。

≪道の駅及びその周辺≫
・道の駅の再整備と水辺deベンチャーチャレン
ジとの連携による道の駅から川辺へと続く遊
歩道の整備。
・地域住民等の新たな移動手段をEVや非接触型
充電機能付き電動アシスト自転車により確保。
・道の駅の防災機能の強化。
・太陽光発電設備等の再生可能エネルギーによ
る発電と供給。≪エリア全体≫

・EV、電動シェアサイクルの導入
・EVからの電力供給等。

電気自動車用急速充電器

電動アシスト自転車

太陽光発電設備

道の駅おがわまち

東小川小学校 旧上野台中学校

学校跡地の利
活用イメージ



川島町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

かわじまスーパー・シティプロジェクト ～ここが好き、やっぱり好き～

町全域

概
要

川島IC周辺を中心として、行政系エリアや各地区に拠点を整備し、拠点間交流のための公共交通ネットワークを
新たに構築し、町の活性化を図る。加えて、太陽光発電・蓄電システムを積極的に導入するなど、あらゆる防災対
策を取入れ、深化させることによって、町民の安全・安心な暮らしを守り続ける。

課
題

・合計特殊出生率の低下及び高齢化率の上昇が加速度的に深刻化し、人口減少による様々な問題が顕在化している。
・主要産業である農業では、過去20年間ほどで就農者数が半減し、遊休農地は直近３か年で約１．７倍増加している。
・町内全域が浸水想定エリアかつ、軟弱地盤であることから災害リスクが高い。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

各地域の特性に応じた
賑わいのある拠点形成

中長期
(5-10
年)

・川島IC周辺を産業拠点とし、産業の活性化を促進

・役場周辺における行政サービス・交流機能の強化

・公民館や廃校舎等を活用し、地域住民が交流する

拠点を整備

・産業団地への進出を希望する
企業
・役場周辺の賑わい・交流創出
・廃校や公園等の有効利用

ス
マ
ー
ト

スマート技術を活用し
た交通ネットワーク及
び農業の活性化

中長期
(5-10年)

・拠点間交流や通勤通学のため、既存公共交通の

機能拡充やスマートモビリティを活用した公共交通

ネットワークの構築

・農業活性化のため、スマート技術を活用した農業

の省力化・効率化

・新たなモビリティ導入の提案
及び実証実験
・スマート農業技術

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

防災対策及びレジリエン
スの確保

中長期
(5-10年)

・農地等への太陽光発電の設置や、公共施設へEV

充電スタンドの設置により、災害時電源を確保

・官民連携による避難場所の設置、災害支援物資

の安定供給及び太陽光発電・蓄電池設置の推進

・河川監視カメラや水位計の設置による避難の判断

に資する迅速な情報提供

・大規模水害発生に備え、高台避難場所等を整備

・太陽光発電・蓄電施設及び営
農型太陽光発電技術
・災害時協定の締結
・河川監視カメラや水位計の設
置による町民への迅速な情報
提供技術



かわじまスーパー・シティプロジェクト ～ここが好き、やっぱり好き～

レジリエント

・産業活性化を促進（圏央道川島IC周辺）
・行政サービス・交流機能の強化（役場周辺）
・地域住民が集い交流する拠点整備（公民館や廃校、空き家等）

コンパクト

・農地や公共施設等への太陽光発電や蓄電池、EV充電スタンドの設置
・官民連携による避難場所の設置、災害支援物資の安定供給等
・河川監視カメラ・水位計の設置
・高台避難場所等の整備

スマート

・既存公共交通の機能拡充やスマートモビリティを活用した公共交
通ネットワーク構築（拠点間）
・スマート技術を活用した農業の省力化・効率化

高台

※イメージ写真 ※イメージ写真



吉見町
埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

吉見町版スーパー・シティプロジェクト ～未来へつなぐ みんなで安心して暮らせるまちよしみ～

町全域

概
要

町民の移動手段を確保するとともに、町民が交流できる魅力ある「にぎわいの場」を創出し、安心して暮らせるまちづくりに
取り組む。加えて、若者世代のニーズも満たし、「好き」 「住みやすい」  「住み続けたい」と思える吉見町を目指す。

課
題

・商店街や中心となる拠点がないため、町民の生活・消費活動が町外に依存している。
・公共交通網が未発達なため、生活利便性が低い。
・災害に対する安全性の確保や自然災害の激甚化・頻発化への備え。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

拠点形成と道の駅を中
心としたにぎわいの創
出

中～長期
（5～10年）

・道の駅を中心に都市機能を集約させ、農業、商
業、観光等が連携した拠点の形成
・大和田地区産業団地の整備による産業の活性化
・小学校統合再編に伴う町の教育機能の集約、再
編後の学校跡地利活用

・町への進出
・学校跡地の利活用

ス
マ
ー
ト

くらしを支えるデジタル
技術の活用

中～長期
（5～10年）

・ICTの活用や自動運転技術等の導入による公共
交通の機能強化
・スマート技術を活用した農業の生産性向上
・アプリ等の活用により雨量や河川水位情報をリア
ルタイムで発信

・デマンド交通、自動運転
・スマート農業技術

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

地域をつくる安心安全
なまちづくり

中～長期
（5～10年）

・民間企業等との災害協定や災害時の輸送路の
強化など災害時の体制整備
・自主防災組織の活動支援による地域のつながり
や地域防災力の向上
・災害時のエネルギー供給の持続性を高めるため、
再生可能エネルギーの活用を推進

・災害協定
・再生可能エネルギー
・太陽光発電、蓄電池



スマート農業の導入

スマート

吉見町版スーパー・シティプロジェクト
～未来へつなぐ みんなで安心して暮らせるまちよしみ～

道の駅を中心とした都市機能の集約
(農業・商業・観光)

コンパクト

大和田地区産業団地整備による産業活性化

コンパクト

アプリ等の活用による雨量情報等の発信

スマート

災害時における再生可能エネルギーの活用 自主防災組織の活動支援

レジリエントレジリエント

吉見町ＰＲ大使
よしみん

道の駅
いちごの里よしみ

IＣ
Ｔ
や

自
動
運
転
技術

（
デ

マ
ン
ド
交
通
）

IＣＴや自動運転
技
術

（デマンド交通）



鳩山町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

鳩山NT版コンパクトシティ＋ネットワークプラン 複合施設を核とした地域拠点の構築

鳩山ニュータウン地区

概
要

鳩山町の人口集中地域である鳩山ニュータウン地区に整備した福祉健康・多世代活動交流エリア（通称：はーとん
スクエア）及び鳩山町コミュニティ・マルシェを中心に、地域の拠点となる機能を設置・拡充して都市機能の集約化
を目指す。

課
題

・鳩山ニュータウン再活性化のため、複合施設及び周辺に必要な都市機能や働く場所を集約する必要がある。
・交通の便向上のため、拠点へのネットワークについて、ICT技術を活用して公共交通網の有機的な連携を進める必
要がある。また、安心安全なまちづくりに向けた交通死亡事故ゼロ継続に向け、高齢者等の運転免許証の自主返納を
推進するため、自家用車を持たなくても移動手段が確保する必要がある。
・安心安全のまちづくりのため、災害時にもエネルギー供給が絶えない環境を整備する必要がある。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

複合施設を中心としたコ
ンパクトなまちづくり

中期
(５年)

・鳩山NT地域の2拠点の複合施設及び周
辺に必要な都市機能や働く場所を集約し、
町民が集う拠点とする
・老朽化公共施設の利活用（跡地利用な
ど）や商店街の再整備、サテライトオフィス
やテレワーク拠点整備による働く場の創出
・空き家等の更新による移住推進

・５G（テレワーク）
・公共施設の利活用
・商店街の再整備
・空き家等の更新による移
住促進

ス
マ
ー
ト

高齢者など交通弱者の移
動の確保

短期
(２年)

・あらゆる交通モードを有機的に連携し、自
由に移動ができる環境を構築

・AI交通
・カーシェアリング事業者の
誘致

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害時でも途絶えない電
源の確保

中期
(５年)

・災害時でも途切れない電源を確保し、地
域防災拠点とする
・公用車の電気自動車化による災害時の
電力供給環境を整備する

・蓄電池
・公共施設（屋上）への太陽
光設置
・EV、V2H、V2Xなど





ときがわ町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

ときがわ町版スーパー・シティプロジェクト ～人と自然の優しさにふれるまち～

町全域

概
要

「人と自然の優しさにふれるまち」を目指すため、明覚駅周辺や県道沿いにおいて魅力あるまちづく
りを推進するとともに、AIやデジタル技術の活用、災害時等にも活用できる再生可能エネルギーの
導入等を進め、こどもからお年寄りまで皆が安心して快適にいきいきと暮らせるまちを実現する。

課
題

・人口減少による居住地の点在化や子育て世代の減少
・公共交通の衰退による利便性の低下
・自然災害時の電力供給や孤立地域の発生

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

明覚駅周辺の魅力向
上による賑わい創出と
県道沿いの住みやすさ
向上

中長期
（5年～10年）

・明覚駅周辺における観光や路線バス、乗合タク
シー等の公共交通の拠点機能の強化による賑
わいの創出
・県道大野東松山線沿いにおける住環境の整備
・空き家バンクやおためし住宅の運営等による移
住定住の促進

・駅周辺の賑わいづくり
・住宅用地の取得や交渉
・都市計画に基づく調査・検討

ス
マ
ー
ト

AIやデジタル技術を活
用した住民サービスの
向上

中長期
（5年～10年）

・MaaSやAIデマンドバス、公共ライドシェア等の導
入による持続可能な地域公共交通体系の構築
・行政手続きの電子化による利便性向上
・情報発信ツール等を活用した災害情報、暮らし
の情報等の発信

・公共交通分野へ簡易なキャッ
シュレス決済の導入
・バス運行支援アプリの導入
・町公式LINEを活用した情報発
信

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

自然と調和した安全・
安心な暮らしの実現

中長期
（5年～10年）

・公共施設への太陽光発電設備や蓄電池、EV及
びEV充電設備、ポータブル電源の整備による災
害時の電力確保
・ドローンを使った物資の輸送による災害時の輸
送手段確保
・自主防災組織と連携した地域防災力の向上

・再生可能エネルギーの導入
・蓄電池の設置
・EVカーシェアリング
・ドローン活用



ときがわ町版スーパー・シティプロジェクト ～人と自然の優しさにふれるまち～

✓ 駅周辺の賑わいの創出

コンパクト

スマート
レジリエント

✓ 公共施設への再エネ・
蓄電池の整備

✓ ドローンを活用した
物資輸送

✓ MaaSやAIデマンドバス、
公共ライドシェアの導入 ✓ 行政手続きの電子化による

利便性向上

明覚駅・県道大野東松山線周辺

✓ 子育て世代向けの住環境の整備

町全域
町全域

※国交省HP

町役場
本庁舎

明覚駅

JR八高線

町役場
第二庁舎

県道
大野東松山線

のラビたん

ドームくん

西平地区



横瀬町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

「カラフルタウン」横瀬町における賑わいづくり中心地づくりプロジェクト

横瀬町全域

概
要

町内遊休資産など町主要部の施設を活用し中心地を活性化させることで、観光などで訪れる交流人口や地域や
地域の人々と多様に関わる地域外の関係人口の増加、町の賑わい創出を図り、「カラフルタウン（多様な人が多
様なしあわせ・ライフスタイルを実現できる町）」の実現を目指す。

課
題

・人口減少による地域の賑わい、活力低下への懸念 ・町主要部における中心地づくり
・これまで町が官民連携等を通じて培った町民・地域住民と町内外様々な人との交流を一層推進・定着させるため
のリアルな場の不足

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

町内遊休資産や観光拠
点・資源等を活用した賑
わい・中心地づくり

中期
（5年）

・エリア898※を中心とした地域内外様々な人々の交流
活動を更に充実させるため、町主要部に位置する町有
資産、町内の遊休資産、駅やコミュニティスペース、空き
家、観光拠点・資源等を有効活用し、町内外の企業や
住民等の交流・活動拠点を整備。
※誰でも自由に様々な用途で利用できるコミュニティ・イベントスペース。

・シェアリング（町有資産や公共施
設の遊休スペースをシェアする事
業）
・ＺＥＢなどカーボンニュートラルを意
識した施設整備
・公共施設集約化

ス
マ
ー
ト

官民連携・DX を通じたス
マートな賑わい・中心地
づくり

中期
（5年）

・地域の活動拠点でのオフラインでの交流促進・官民連
携等を通じた新たなコミュニティ形成に加え、「人に優し
いテクノロジー」を積極的に活用し、オンラインでも交流・
まちづくりに参加できる環境を構築する（利用者の環境
に依存せず、簡単にアクセスが可能なクラウドサービス
等を活用する）。
・中心地から町内へのウォーキングコース整備とデジタ
ル技術を活用した健康増進（日本一歩きたくなる町推
進）
・EVやスマートモビリティなどを活用し、町内外の人々の
誰もが利用できる地域交通を確保。

・５G
・パブリッククラウド
・ウェアラブル端末
（上記３技術を組み合わせたオンラ
イン交流環境構築）
・EdTech
・自動運転
・スマートモビリティ
・シェアサイクル

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

安全安心な賑わい・中心
地づくり

中期
（5年）

・安全安心に交流・活動拠点が利用できるよう、それらの
拠点などで再エネ、ＥＶ車や蓄電池を活用し、ゼロカーボン
実現と災害時の電源確保等、防災への備えを図りながら、
賑わい・中心地づくりを進める。

・蓄電池
・ＥＶシェア
・小水力発電



横瀬町取組イメージ図

町の主要部における
活動拠点施設の整備

横瀬駅

中心地から町内への地域交通の再編
（スマートモビリティ、ＥＶシェア等）

横瀬駅周辺
（役場等施設が多く集積）

芦ヶ久保駅周辺

町有資産や町内の遊休資産、
観光拠点・資源等の有効活用

中心地から町内へのウォーキングコース整備とデジタル技術を活用
した健康増進（日本一歩きたくなる町推進）



横瀬駅（観光案内所・駅前食堂）

役場

兎沢町有地

JAちちぶ横瀬支店・エリア898

町民会館・
歴史民俗資料館

旧給食調理場跡
（チャレンジキッチンENgaWA）

コンパクトな町の中心地づくり横瀬駅周辺の拡大図面

：主な町有施設：駅 ：コミュニティスペース等



皆野町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

活動拠点「みなのんち」を中心としたコミュニティ活性化とＩＣＴ活用による便利なまちづくり

町全域

概
要
地域の賑わい創出やデジタル技術を活用した住民の利便性向上などを産学官の連携により推進
するとともに、持続可能なまちづくりへの住民参加を促進し、住民の幸福度向上を目指す。

課
題

・人口減少、少子高齢化による地域活動の担い手減少
・地域の賑わい低下と地域コミュニティの希薄化
・地域における災害時の対応力低下

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

中心市街地の賑わい
創出と住民参加による
「住んでみたい、住み
続けたい」まちづくり

R12

⚫ 既存施設をコミュニティスペースとして機能
強化し、地域の活動拠点として活用

⚫ 産学官の連携による住民等のまちづくりへ
の参加促進と地域コミュニティの活性化

⚫ 空き店舗等の活用

ス
マ
ー
ト

町民ニーズや地域の
実情に沿ったデジタル
社会の実現

R12

⚫ デジタル技術を活用したコミュニティスペー
スの利用促進

⚫ 地域おこし協力隊によるデジタルデバイド
対策講座や地域DXの取組強化

⚫ 官民連携によるICTを活用した健康づくり
⚫ 行政手続きの電子化による利便性向上

⚫ デジタル技術を活用
した施設管理

⚫ 地域中小企業のDX
推進

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害時でも途切れない
電源の確保と地域コ
ミュニティの強化による
レジリエンス向上

R12

⚫ 災害時に安心を提供できる拠点としてのコ
ミュニティスペースの活用（蓄電機器の設
置による非常用電源の確保）

⚫ 交流機会の提供による地域コミュニティの
強化

⚫ 非常用電源の確保・
設置



⚫ デジタル技術を活用したコミュニティ
スペースの利用促進

⚫ 地域おこし協力隊によるデジタルデバイド
対策講座や地域DXの取組強化

⚫ 官民連携によるICTを活用した健康づくり

⚫ 行政手続きの電子化による利便性向上

スマート

レジリエント

⚫ 災害時に安心を提供できる拠点としての
コミュニティスペースの活用（蓄電機器の
設置による非常用電源の確保）

⚫ 交流機会の提供による地域コミュニティの
強化

⚫ 既存施設をコミュニティスペースとして
機能強化し、地域の活動拠点として活用

⚫ 産学官の連携による住民等のまちづくり
への参加促進と地域コミュニティの活性化

コンパクト

埼玉版スーパー・シティプロジェクト 皆野町取組イメージ

活動拠点「みなのんち」を中心としたコミュニティ活性化と
ＩＣＴ活用による便利なまちづくり

◎

移住相談センター（みなのんち）は令和３年４月にオープンしましたが、コロナ禍の影響により十分活用できない状況にありました。
また、コロナ禍以降、町民どうしや町外のかたとの交流の機会が減少しており、町内の活気が失われつつあります。
これを打開するため、移住相談センターの機能を拡張してコミュニティースペースとして活用することで、多様な人財との関わりの中で賑わいの創出につなげるものです。

地域の活動拠点

「みなのんち」

◎



長瀞町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

いつまでも輝き続けるまち「はつらつ長瀞」

町全域

概
要

人口減少・少子高齢化が急激に進む中、持続可能なまちづくりを実現するため、地形的制約により
集落がコンパクトにまとまった特徴や県内有数の観光地であることを生かし、観光客などの交流人
口・関係人口を巻き込みつつ、町民一人ひとりがいつまでも輝きつづけるまちを目指す。

課
題

・人口減少が進む状況下での、地域活力やコミュニティの維持・存続
・厳しい財政見通しや人口構造の変化等を考慮した公共施設の維持管理や規模・配置の適正化
・大規模災害への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地域交流拠点を活用
した地域コミュニティ
の充実

長期
（10年）

・地域交流拠点である多世代ふれ愛ベース
長瀞の運営
・官民連携による空き家・市民農園を活用し
た農泊・農業体験を通じた関係人口と町民
との交流のための地域拠点整備

・賑わいづくり
・空き家等の利用

ス
マ
ー
ト

デジタル技術を活用
した地域課題の解決

短中期
（３～５年）

・官民連携による移動販売車を活用したオ
ンライン健康相談
・ＱＲ観光ガイドマップを活用したスマート
ツーリズムの実現

・移動販売
・観光振興

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害時にも強い「持
続可能な」まちづくり

短中期
（３～５年）

・太陽光発電等による非常時における電源
の確保
・ＥＶ充電器や太陽光発電の整備によるＧＸ
の推進
・官民連携による移動販売車を核とした地
域交流の場の創出

・太陽光発電
・カーボンニュートラル



○ふれ愛ベース長瀞

中央公民館
○

主要な公共施設、スーパーマーケット・ドラッグ
ストアなどの店舗、病院が集中しているエリア

地域交流拠点である多世代ふれ愛ベース長
瀞の運営

太陽光発電等による非常時における電源の
確保

地域生活拠点エリア

コンパクト

観光名所である岩畳や宝登山神社があり、
多くの観光客が訪れるエリア

ＱＲ観光ガイドマップを活用したスマート
ツーリズムの実現

ＥＶ充電器の設置によるＧＸの推進

官民連携による空き家・市民農園を活用
した農泊農業体験を通じた関係人口と町民
との交流のための地域拠点整備

観光拠点エリア

スマート

レジリエント

コンパクト

スマート
官民連携による移動販売車を核とした
オンライン健康相談や地域交流の場の
創出

いつまでも輝き続けるまち「はつらつ長瀞」

廃校し第一小に統合

レジリエント

レジリエント



小鹿野町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

OGANOおもてなしまちづくりプロジェクト ～文化と自然が香る町小鹿野～

小鹿野町全域

概
要

道の駅等の公共施設を中心として、観光機能、交流拠点機能を強化。
加えて、交通ネットワークの見直しを行うことで、町内外から人が集まり、交流することができる地域
を構築。すべての人が「小鹿野らしさ」を感じられるまちを目指す。

課
題

・地域経済の衰退
・人口減少 ・関係人口の減少
・公共交通機能の強化

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

観光拠点での人々の
交流による賑わいづく
り

中期
(５年)

• 道の駅周辺エリアを中心とした観光・交流拠点の機能
強化

• 役場新庁舎を拠点とした観光・交流拠点の機能強化
• 各地域の町有施設を活用した交流拠点の機能強化

・地域資源の活用
・観光

ス
マ
ー
ト

スマート技術を活用し
た拠点間・内移動の確
保

中期
(５年)

• 町内の回遊性を高めるスマートモビリティ、電動モビリ
ティなどの活用

• 路線バスやAIデマンドタクシーなどを合わせた地域の
公共交通ネットワークの形成

• 町営バスへ電子決済システムの導入・検討

・電動シェアサイ
クル
・交通ネットワーク
技術

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

観光・交流施設のエネ
ルギー自給

中期
(５年)

• 地域特性に応じた再生可能エネルギーの活用、災害
時でも途絶えないサービス提供の実現

• 公共施設の機能強化によるエネルギーの効率化、温
室効果ガス排出量の削減を図る

• 電動モビリティ導入による再生可能エネルギーの活用
及び蓄電機能の活用

・バイオマスボイ
ラー
・太陽光発電
・蓄電池



• 地域拠点を中心とした観光機能、交流拠
点機能向上とレジリエントの両立

• 地域特性に応じた再生可能エネルギー活用、
災害時でも途絶えないサービス提供の実現

S＋R

• スマート技術を活用した、公共交通の見直
しと利便性向上

• 拠点間、拠点内の移動に電動モビリティの導
入等を検討、レジリエント向上

小鹿野地域：中心市街地ゾーン

・新小鹿野町役場
・中心市街地、観光交流館、夢鹿蔵

・交通の拠点（西関東連絡道路からの
玄関口、バスターミナル）
・ようばけ、おがの化石館

C+R C+R

ゆめかぐら

三田川・倉尾地域：
スポーツ・名水ゾーン

・尾ノ内氷柱、みどりの村
・小鹿野町総合運動公園
・二子山、合角ダム

・倉尾ふるさと館、毘沙門水、ふれあい水

両神地域：観光ゾーン

・道の駅両神薬師の湯
・神怡舘、国民宿舎両神荘
・両神山、四阿屋山、丸神の滝
・節分草、ダリア園

R

C+R
C+R長若地域：農業・産業交流ゾーン

・旧長若中学校
・般若の丘公園、旧バイクの森
・きゅうり農家、長留川のしだれ桜

あ ず ま や さ ん

し ん い か ん

お の う ち つ ら ら

まるがみのたき

はんに ゃの おか こ う えん

ながるがわ

び し ゃ も ん す い

きゅうながわかちゅうがっこう



東秩父村

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

東秩父村版スーパー・シティプロジェクト ～伝統と文化を後世に伝え、希望と安心に満ちた持続可能な村～

村全域

概
要

役場周辺における公共施設の集約やにぎわいの創出に取り組むとともに、ICT技術の活用や再生
可能エネルギーの導入等を進め、村のありたい姿である「伝統と文化を後世に伝え、希望と安心に
満ちた持続可能な村」の実現を目指す。

課
題

・地域コミュニティの充実化及び福祉・子育て環境の改善
・医療・介護体制の逼迫への対応
・地域の防災力及び防災体制の強化

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

公共施設の集約による
拠点形成とにぎわい創
出

中長期
（5年～10年）

• 役場周辺における公共施設の集約・複合化及び
にぎわいの創出

• 道の駅における公共交通拠点の強化
• 地域おこし協力隊と連携した空き家対策や移住
定住の推進

• 小中学校統合再編に伴う教育機能等の集約

・新庁舎建設におけるコミュニ
ティ機能の充実、活性化策
・空き家の利活用

ス
マ
ー
ト

ICT技術を活用した住
民の利便性向上

中長期
（5年～10年）

• ICT等を活用した電子自治体の推進による住民
等の利便性向上

• デジタル技術を活用した公共交通空白地有償運
送の充実

・自治体DX の導入
・公共交通のデジタル化

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

安全・安心で持続可能
な村づくり

中長期
（5年～10年）

• 自主防災組織の育成、防災体制の充実
• 防災情報の発信手段の強化
• 公共施設等における、再生可能エネルギー及び
蓄電池の整備による災害時の電源確保

・再生可能エネルギーの導入
・蓄電池の設置



東秩父村版スーパー・シティプロジェクト ～伝統と文化を後世に伝え、希望と安心に満ちた持続可能な村～

スマート

レジリエント

・ICT等を活用した電子自治体の推進による住民等の利便性向上
・デジタル技術を活用した公共交通空白地有償運送の充実

・自主防災組織の育成、防災体制の充実
・防災情報の発信手段の強化
・公共施設等における、再生可能エネルギー及び蓄電池の整備
による災害時の電源確保

タブレット型端末の配布

自主防災組織の育成 再エネの推進

白石車庫

至 寄居町

至 小川町

村役場
新庁舎

道の駅

バス路線
（県道熊谷小川秩父線）

中心拠点

バス路線
（県道坂本寄居線）

小学校

中学校

村役場新庁舎イメージ 道の駅バスターミナル

・役場周辺における公共施設の集約・複合化及びにぎわいの創出
・道の駅における公共交通拠点の強化
・地域おこし協力隊と連携した空き家対策や移住定住の推進
・小中学校統合再編に伴う教育機能等の集約

コンパクト



美里町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

美里 Super Town プロジェクト

まちづくり拠点地区（中心拠点）

概
要

スマートＩＣによる新たなポテンシャルを活かした生活・経済活動の中心となる機能の集約により、町
民の生活と自然環境が共生したコンパクトで“美力”的な拠点の構築を目指す。
※「美力（みりょく）」とは、美里町の魅力を意味する造語である。

課
題

・現在、約11,000人の人口が20年後の2040年には8,400人まで減少。また、高齢化も更に進む。
・商店街や市街地がないため、町民の生活・消費活動が町外に依存している。
・自然環境や観光資源は多彩だが、活かしきれていない。

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

都市機能の集積による生
活利便性の向上及び賑わ
いの創出
町内消費の拡大

中期
（5年）

買物や食事、医療、交流等の日常生活に必要な都
市機能の集約を図る。
官民連携による地域活性化施設の整備やテレワー
クの推進により、地域経済の活性化を図る。

・生活機能（商業・医療・
福祉）の民間誘導
・官民連携の体制づくり
・地域資源の活用

ス
マ
ー
ト

自動運転技術を活用した
スクールバスの運行と交
通弱者の移動の確保

長期
（10年）

スマート技術を活用したスクールバスの運行や、中
心拠点地区と各集落間のスムーズな移動が可能と
なる体制を構築する。

・モビリティサービス
（自動運転・EV等）

町民の健康づくり・データ
構築

短期
（3年）

健幸ポイント事業に合わせて、ICTおよびSIBを活用
したケア体制を構築する（遠隔医療等）。

・ヘルスケア
・遠隔医療

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害時でも途絶えない電
源の確保

中期
（5年）

当地区の核となる地域活性化施設を防災拠点とし
て活用し、災害時でも途切れない電源を確保し、災
害に強い地域を構築する。

・蓄電池
・防災情報デジタル化

脱炭素社会に向けたエネ
ルギーの地産地消

中期
（5年）

再生可能エネルギーによる地域新電力の導入や工
業団地のエネルギー融通により脱炭素化を図る。

・太陽光発電・新電力
・再生可能エネルギー



■土地利用構想図

名称 まちづくり拠点地区（中心拠点）

凡例

概要

スマートＩＣ事業と併せて整備し

た接続道路を中心に、町の玄関

口としての機能を最大限活かし

た地区を整備する。これにより、

新たなひとの流れをつくる地区

とする。

第５次美里町総合振興計画
（令和３年度～７年度）より抜粋



推進
体制

【(仮)美里スーパーシティ協議会の構築】
・美里町 ・埼玉県 ・地域内企業
・地域活性化施設事業者 ・ヘルスケア事業者 ・次世代モビリティ事業者
・情報通信事業者 ・電力事業者 ・コンサルタント（事務局）

美里版スーパー拠点のイメージ（施策例）

・クリーンエネルギーを活用し
た自動運転（ラストワンマイ
ルの交通手段）
・不便地域にドローンで即日
配送

・生活機能の集約・複合化
・直売所の農産物生産管理・
顧客データの構築・農業者と
の共有
・ドローンによる農産物集荷

・民間誘導等により都市機
能の集約を図る
・官民連携による地域マネ
ジメントの構築
・ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽの整備

官民連携

地域産業活性化

モビリティ・サービス

・ミムリン健幸ポイント事業による
町民の健康管理
・遠隔診療による地域包括医療

・地域活性化拠点の防災機能
の強化
・防災情報の通知（デジタルサ
イネージ）

・ソーラーシェアリング、バイオ
マス燃料による再エネ導入
・地産地消のｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ヘルスケア

スマート防災

エネルギー循環



神川町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

神川町版スーパー・シティプロジェクト ～コンパクトな町でフレキシブルに暮らす～

全域

概
要

町内それぞれの立地に適した地域拠点の形成と、拠点間を人・物・情報がフレキシブルに移動でき
る環境を実現することで、町民の安心・安全な暮らしの確保と町内外の交流人口の増加による賑わ
いの創出を目指す。

課
題

・高齢化の進展（免許返納による移動手段喪失、一人暮らし高齢者の増加など）
・過疎地域をはじめとした公共交通の衰退（脆弱性）
・商業・医療施設の不足や観光資源の衰退（老朽化）
・大規模災害への備え

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地域拠点の形成と町
内外の交流促進

中長期
（5～10年）

・地域包括ケア拠点の整備
・新支所を拠点とした地域交流促進
・企業連携による観光資源の再編・パーク化

観光振興

ス
マ
ー
ト

デジタル技術を活用し
た日常生活等の総合
支援

中長期
（5～10年）

・スマート物流の導入（買い物支援）
・デジタル技術を活用した子育て相談や健康
維持等の支援
・自由に移動できる公共交通網の構築

ドローン・運輸
AIオンデマンド交通
自動運転

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

デジタル技術等を活用
した安心・安全の確保

中長期
（5～10年）

・ドローンによる災害状況把握や物資輸送の
実現
・デジタル技術を活用した高齢者見守り支援
・電気自動車の促進等による災害時のエネ
ルギー確保

ドローン・運輸
蓄電池 ・太陽光発電
小水力発電





上里町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

「ひと・もの・しごと・情報」が行き交うハーモニータウン上里
～良質な情報とサービスで暮らしの質を高める仕組みづくりと災害に強く賑わいのあるまちづくり～

町全域

概
要

人口減少、超少子高齢社会に適応した、「ひと・もの・しごと・情報」が行き交う持続可能で魅力を感じられるまちを目指す。
中心拠点である「神保原駅周辺地区」と、観光・交流拠点である「上里サービスエリア周辺地区」を重点区域に位置づける。
２つの拠点の賑わいを軸に、魅力の集約・便利・安心が一体となった調和のとれた住みやすい住環境を形成する。

課
題

・人口減少抑制のため、若年層・子育て世代の人口誘導
・市街地が拡散傾向にあるため、コンパクトな都市構造への転換
・神保原駅周辺と上里サービスエリア周辺の２拠点の賑わいと魅力の向上
・災害に対する安全性の確保

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

賑わいのある拠点形成と交流・
関係人口の増加による若年層・
子育て世代等の移住、定住促進

短中期
（3～5年）

・農業体験制度の実施による移住、定住促進
・チャレンジショップ等の取組を通じた上里発商品
PRの仕組みづくり ・賑わいづくり

・空き家等の利活用
・サテライトオフィス
・移住、定住促進長期

（10年）

・ウォーカブルなまちなかづくり
・拠点周辺整備の推進
・サテライトオフィス等の推進による若年層等を対
象としたUIJターンの促進
・子育て世代等の移住、定住促進

ス
マ
ー
ト

地域課題の解決に向けたス
マート技術の活用

短中期
（3～5年）

・デジタル化による役場窓口の「３ない窓口化」
・デジタルサイネージ等を活用した情報発信強化 ・アプリ

・ＡＩ、ＩｏＴ、５Ｇ
・見守りネットワーク長期

（10年）
・生活利便性を高めるアプリによるサービス向上
・高齢者や子どもの見守り強化

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害に対する安全性の確保と
脱炭素社会の推進

中長期
（5～10年）

・防災まちづくり関連整備
（非常時の電源確保、ソーラー照明灯等）
・公共施設のZEB化推進
・公用車のEV化推進

・再生可能エネルギー
・蓄電池
・ZEB



コンセプト

【埼玉版スーパー・シティプロジェクト】

「ひと、もの、しごと、情報」が行き交うハーモニータウン上里
～良質な情報とサービスで暮らしの質を高める仕組みづくりと災害に強く賑わいのあるまちづくり～

【コンパクト】
賑わいのある拠点形成と交流・関係人口の増加による

若年層・子育て世代等の移住、定住促進

【スマート】
地域課題の解決に向けた
スマート技術の活用

【レジリエント】
災害に対する安全性の確保と

脱炭素社会の推進

●対象エリア：町全域
●重 点 区 域：① 神保原駅周辺地区（中心拠点）

② 上里サービスエリア周辺地区（観光・交流拠点）

【町全域】
・農業体験制度の実施による移住、定住促進
・子育て世代等の移住、定住促進

【町全域】
・生活の利便性を高めるアプリによるサービス向上
・高齢者や子どもの見守り強化

上里サービス
エリア周辺地区

神保原駅周辺地区

上里町役場EV充電スタンド

オンライン申請、事前申請・来庁予約

段階的に整備

マイナンバーカード等による記載省略・かんたん窓口

カード情報の読み取りで記載省略
タブレットで手続きを選択

事業実施前

事業実施後

ソーラー照明灯

・デジタルサイネージ等を活用した情報発信強化

・デジタル化による役場
窓口の「３ない窓口化」

・防災まちづくり関連整備
（非常時の電源確保、

ソーラー照明灯等）

・公共施設のZEB化推進
・公用車のEV化推進

・チャレンジショップ等の取組を通じた
上里発商品PRの仕組みづくり

・拠点周辺整備の推進
・サテライトオフィス等の推進による
若年層等を対象としたUIJターンの促進

・ウォーカブルな
まちなかづくり



寄居町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

よりいスーパータウンプロジェクト

町全域

概
要

日々変化する社会情勢のなかで、未来に向けて町民一人ひとりが自分らしくいきいきと活躍する無
限の可能性を引き出し、いつでもどこでも町民の笑顔に出会えるような
「可能性∞ 笑顔満タン よりいまち」を目指す。

課
題

・少子高齢化、人口減少への対応 ・コンパクトなまちづくり
・中心市街地を含めた地域の魅力向上、にぎわい創出 ・多様化する町民のニーズへの対応
・災害時の電力供給や再生可能エネルギーの活用 ・カーボンニュートラルの実現

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

地域の魅力を感じられ
るとともに利便性が高
い市街地形成

中長期
（5～10年）

・コンパクトなまちづくり、交通利便性の向上
・駅前拠点の施設（Yotteco）と広場
（YORIBA）の活用や歩きたくなるまちづくり
等による中心市街地の活性化、にぎわい創
出、魅力の向上

・コンパクトシティの形成
・空き家・空き店舗活用
・スマートモビリティ
・中心市街地活性化
・未利用民間施設の活用
・アセットマネジメントの推進

ス
マ
ー
ト

ICTの推進による町の
利便性向上

中長期
（5～10年）

・電子申請の拡大など行政手続のデジタル
活用による利便性向上
・地域通貨（Yorica）の普及と活用による町
内経済の活性化
・教育におけるICTの利活用

・デジタルデバイド解消
・教育、子育て、健康、行政
手続などのデジタル活用に
よる町民利便性向上

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

地域防災力の強化、環
境配慮型社会の形成

中長期
（5～10年）

・再生可能エネルギー等の活用による地域
防災力の強化
・脱炭素ライフスタイルへの転換促進

・再生可能エネルギー
・蓄電池
・エコハウス、エコカー普及



【中心市街地エリア
（寄居駅南口周辺）】
・寄居駅南口の駅前拠点施設や広場を活
用した賑わい創出
・中心市街地の魅力向上
・「歩きたくなる・歩いてお得なまち」の形成

【コンパクトな市街地を形成する
エリア（寄居駅、男衾駅周辺）】
・寄居駅、男衾駅周辺への居住誘導
・男衾駅周辺の新市街地整備

【町全体】
・地域通貨（Yorica）の普及と活用による町
内経済の活性化
・SNSの活用などよりい魅力発信の強化
・電子申請の拡大など行政手続のデジタル
活用による町民利便性向上
・教育、子育て、健康、行政手続などのデ
ジタル活用による町民利便性向上
・官民連携によるエネルギーの地産地消
・脱炭素ライフスタイルへの転換促進

よりいスーパータウンプロジェクト
エリアと主な取り組み



宮代町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

宮代版スーパー・シティ構想

宮代町全域

概
要

東武動物公園駅から東武動物公園、新しい村までのエリアを中心としたコンパクトな地域拠点整
備と小学校の多機能化・複合化による地域の活性化を図ります。また、AIやIoTを活用した安全で
利便性の高い暮らしを確保するとともに、再生可能エネルギー設備を整備することにより、災害時
にも安心できるまちづくりと脱炭素化を同時実現するまちづくりを目指します。

課
題

・「宮代らしさ」を価値として高める必要性
・高齢化の進展等による地域コミュニティ力の低下
・近年の大型災害頻度の増加に対する備え・避難所等への災害停電時の電力供給

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

歩いて楽しい中心エリ
アの整備と小学校の再
整備による地域活性化

中期
（５年）

・東武動物公園駅東口と西口から東武動物公園、新し
い村までを、ウォーカブルな道へ整備することで、エリア
の価値を高めるとともに、新しい村を魅力的な空間に変
えていきます。
・和戸及び姫宮地域周辺の小学校を「地域の中心施
設」として、 多機能化・複合化します。

・官民連携の体制づくり
・地域資源の活用

ス
マ
ー
ト

AIやIoTを活用した安
全で利便性の高い暮ら
しの確保

中期
（５年）

・昨今の災害リスクの増大に伴い、ICTを活用した災害
状況の可視化や情報発信の強化に取り組みます。
・スマート農業を導入し営農の継続性を確保・推進しま
す。
・AIやIoTを活用し、地域公共交通や公共施設利用の利
便性を高めます。

・防災情報デジタル化
・スマート農業
・大学連携

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害時でも途絶えない
電源の確保と
脱炭素社会に向けた
取り組み

中期
（５年）

・公共施設等に再生可能エネルギー設備を整備し、地
域のレジリエンス（災害時や停電時に対する強靭性の
向上）と脱炭素化を同時実現するまちづくりを目指しま
す。

・EVシェア・EV充電器
・蓄電池
・太陽光発電



宮代版スーパー・シティ構想

歩いて楽しい中心エリアの整備

小学校の再整備
による地域活性化

災害時でも途絶えない電源の確保と
脱炭素社会に向けた取り組み

AIやIoTを活用した安全で利
便性の高い暮らしの確保

・再生可能エネルギー設備の整備

（太陽光発電、電気自動車、ＥＶシェア等）

・ICTを活用した災害状況の可視化や

情報発信の強化

・スマート農業の導入

・AIやIoTを活用し、地域公共交通や公共
施設利用の利便性向上

・東武動物公園駅東西口から東武動物公園、新
しい村までをウォーカブルな道へ整備

・新しい村を魅力的な空間に整備

・小学校を「地域の中心
施設」として、 多機能
化・複合化

（和戸地区、姫宮地区）



杉戸町

埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

杉戸町版スーパーシティプロジェクト

東口通り線周辺地域

概
要

・分断されている人と人、人と資源をつなげることにより「顔の見える経済圏を創る」というビジョンの実現に向けて、まちなかを中心に、人のエネルギーとお金が
めぐる仕組みを作ることで町全体の経済がめぐり、自立型で持続可能なまちづくりを目指す。
・杉戸町中心部にある東武動物公園駅東口通り線周辺の「まちなか」エリアで、旧杉戸小学校跡地の公共施設再編や東口通り線の拡幅整備等に伴い、地域の
拠点となる機能を設置して都市機能の集約化を目指す。

課
題

・人口減少による公共交通利用者の減少、交通弱者の増加による公共交通維持への影響、都市施設の稼働率低下
・空き家、空き地、空き店舗の増加による施設維持の困難、施設撤退による生活サービス機能の低下
・都市のスポンジ化や低密度化、都市施設の老朽化、高齢化や担い手不足による農業や中心市街地商業の低迷、地価の下落
・多様な地域資源、自然資源や歴史資源等を有しているが十分な活用が図られておらず、回遊性に乏しく、観光客の伸び悩み
・異常気象による洪水や地震など

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

東口通り線周辺を中心とした
ウォーカブルなまちづくり

長期
（１０年）

・東口通り線周辺を中心としたコンパクトな市街地を維持す
ることで、子育て世代や高齢者等の住みやすい環境を形成
し、町民内外の交流・定住を促進
・空き家・空き地・空き店舗を有効活用し、まちの回遊性を
高め、まちなかの賑わいを創出する。
・東口通り線、大落古利根川、みなみがわ散策道、旧杉小
跡地の公共施設の整備による町の魅力向上

・商店の活性化、地域資源、歴史資源の
活用（空き家、空き店舗対策）
・官民連携の体制づくり、
エリアマネジメント
・マーケット、キッチンカーなど営業施設
・県道東口通り線、古利根川などの整備

ス
マ
ー
ト

デジタル技術を活用した町
民の日常生活の利便性向上、
安心・安全なまちづくり

中期
（５年）

・東口通り線を中心としたエリアの３Dモデルを活用し、まち
の将来像や人や交通の動きを可視化する
・ＩｏＴを活用したコミュニティの形成、モビリティサービス
（MaaS）などによる町内拠点をつなぐ移動利便性の向上
・防災情報のリアルタイムデータ可視化

・IoT(モビリティサービス、デマンド交通、
シェアサイクル、コミュニティの形成)
・３Ｄモデル（合意形成、賑わい、防災）

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害時でも途絶えないインフ
ラの確保

中期
（５年）

・東口通り線の無電柱化により災害時でも途絶えない交通
機能、電気通信機能の確保
・平常時の省エネ・環境負荷軽減、災害時でも途切れない
電気や水などのライフラインの確保、防災・減災に寄与する
地域防災拠点の構築、水災害を軽減する対策
・防災アプリ等を活用した災害のリアルタイム情報の取得

・蓄電池、太陽光発電、電源取得設備、
水利施設
・エネルギーエリアマネジメント
・再生可能エネルギー
・災害情報のデジタル化、アプリ化
・流域治水対策



杉戸町版スーパーシティプロジェクト



松伏町
埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシート

－ みんなの笑顔を未来へつなぐ — スーパー・シティ まつぶし

町全域

概
要

町の魅力をより向上させるため、にぎわい創出につながる拠点を形成するとともに、デジタル技術の活用による住
民利便性の向上を図る。加えて、地域ごとの災害リスクに応じた防災・減災の取り組みを強化することで、こどもや
高齢者にやさしい、持続可能なまちづくりを目指す。

課
題

・人口減少、少子高齢化に伴う地域経済の縮小への対応（若年層、子育て世代の転出抑制、定住促進）
・地域課題を解決するデジタル技術の活用
・公共交通の利便性の向上
・激甚化、頻発化する災害への対応

コンセプト（目的） 目標時期 検討したい取組（施策）
民間企業等の

協力を得たい分野・内容

コ
ン
パ
ク
ト

公共交通ネットワーク
の整備・充実を中心と
した活気とにぎわいの
創出

中期
（5年）
〜
長期
（10年）

・東埼玉道路におけるBRT等の新たな交通手段の
導入及び公共交通網の充実に向けた拠点づくり
・公共施設の再編に伴う公的不動産の活用
・既存の公園や緑道等の再整備による活気やにぎ
わいが生まれる空間の創出

・公共交通の維持、充実
・職住近接の実現
・企業誘致
・にぎわいの創出

ス
マ
ー
ト

デジタル技術を活用し
た住民利便性の向上

長期
（10年）

・新たなモビリティ環境の整備
・スマート農業の導入
・行政手続きのオンライン化や次世代サービスの
発展

・次世代モビリティの導入、実証
実験
・スマート農業技術
・行政手続きのオンライン化

レ
ジ
リ
エ
ン
ト

災害レジリエンスを備
えたまちづくりの推進

中期
（5年）

・再生可能エネルギーや蓄電池の導入促進による
非常時の電源確保
・EVの普及促進等によるゼロカーボンシティの実現
・災害時の避難所や緑道等の機能確保、強化
・自主防災組織の育成等による地域防災力の向上

・太陽光発電や蓄電池の活用
・EVの導入
・災害時の対応



－ みんなの笑顔を未来へつなぐ — スーパー・シティ まつぶし

災害レジリエンスを備えた 
まちづくりの推進

・再生可能エネルギーや蓄電池の導
入促進による非常時の電源確保等

レジリエントデジタル技術を活用した
住民利便性の向上

・行政手続きのオンライン化や次世
代サービスの発展等

スマート

公共交通ネットワークの
整備・充実を中心とした
活気とにぎわいの創出

・東埼玉道路におけるBRT等の新た
な交通手段の導入及び公共交通網
の充実に向けた拠点づくり等

コンパクト


	【提出用】
	スライド 2: 東秩父村版スーパー・シティプロジェクト ～伝統と文化を後世に伝え、希望と安心に満ちた持続可能な村～
	スライド 1: 東秩父村
	0917提出版
	スライド 2: ときがわ町版スーパー・シティプロジェクト ～人と自然の優しさにふれるまち～
	スライド 1: ときがわ町
	スライド 2: 吉見町版スーパー・シティプロジェクト ～未来へつなぐ みんなで安心して暮らせるまちよしみ～
	スライド 1: 吉見町
	スライド 2
	スライド 1: 嵐山町
	スライド 2
	スライド 1: 滑川町
	既定のセクション
	吉川市エントリーシート案
	スライド 2
	スライド 1: 幸手市
	既定のセクション
	スライド 2
	スライド 1: 三郷市
	スライド 2
	スライド 1: 富士見市
	スライド 2
	スライド 1: 越谷市
	スライド 2
	スライド 1: 羽生市
	県提案
	スライド 2
	スライド 1: 春日部市
	スライド 2
	スライド 1: 東松山市
	スライド 2
	スライド 1: 熊谷市

